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午前１０時００分 開  議 

 

○相田克平議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第４号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○相田克平議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、アフターコロナ後の市民生活・暮らしを

守る政策は考えてあるか外１点、14番木村芳浩議

員。 

  〔１４番木村芳浩議員登壇〕（拍手） 

○１４番（木村芳浩議員） おはようございます。 

  一般質問も本日で３日目を迎えました。至誠会

の木村芳浩でございます。 

  私の質問は２年半ぶりとなります。この春の改

選前までは議選監査委員を務めさせていただい

ておりましたので、この新庁舎になりましてから

初めてこの場で一般質問させていただくことに

なります。少し緊張しておりますが、最後までよ

ろしくお願いいたします。 

  私からの質問は、アフターコロナ後の市民生

活・暮らしを守る政策についてと、本市のｅスポ

ーツの推進・ＡＲスポーツ普及促進への取組につ

いてお伺いいたします。 

  新型コロナウイルス感染症の法上の位置づけが、

５月８日に季節性インフルエンザと同じ５類へ

引き下げられました。約３年間続いた新型コロナ

ウイルスとの闘いは、世界の人々の暮らしに、経

済に大きな爪痕を残してまいりました。2019年12

月初旬に中国の武漢市で第１例目の感染報告が

なされてから、僅か数か月ほどの間にパンデミッ

クが世界で起こり始めました。我が国においては、

年明けの2020年１月15日に初めての感染者が確

認され、その後５月上旬までに46都道府県におい

て１万5,854名の感染者報告がなされ、668名の死

亡者が確認されました。その後も国内における感

染者数は3,380万2,700人まで増え続け、今もなお

感染は収まっておりません。 

  日常の行動が制限され、当たり前のことができ

ない生活。学校や職場にも行けず、事業や会社は

廃業に追い込まれ、非正規雇用者など仕事を失っ

た人々、コロナ感染で家族を失っても最期の別れ

にも立ち会えない悲しい現状が毎日報道から聞

こえてまいりました。 

  そんな日常からようやく解き放たれた今年の５

月８日、マスク着用も個人判断となり、感染者や

濃厚接触者への外出自粛要請もなくなり、ウイル

スと共存しながら社会経済活動を進めて平常を

取り戻さなければなりません。失った経済、産業、

観光、そして人的交流を取り戻すべく社会は動き

始めました。 

  特に、観光分野においても、旅行客が全国旅行

支援等の補助金制度を活用して、本市にもゴール

デンウイーク頃から少しずつ観光客が戻り始め、

活気が戻りつつあることを期待しておりますが、

市民の生活や暮らしに目を向けてみると、もろ手

を挙げて喜べる状況ではありません。 

  長引く物価高騰の影響が少しずつ市民生活に打

撃を与えており、特に報道にあるガソリン価格の

高騰は車社会の地方においては死活問題であり、

全国的に生活必需品３万5,000品目が10月１日か

ら値上げの実施が予定されており、来年４月には

新たに4,000品目の生活必需品が値上げになると

報道がなされております。そのほかにも、食料の

高騰や電気、ガス、水道といったライフラインの

利用料金などしわ寄せが膨らんでおり、このよう

な状況が今後も続いていくとなれば、おのずと市

民生活が困窮されてまいります。物価高騰のイン

フレが続いて労働者の所得が上がれば問題はあ

りませんが、地方においてその期待は非常に低い
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と言わざるを得ません。 

  また、年金で生活をする高齢者世帯、独り親世

帯、生活困窮世帯への影響は計り知れないものが

あると考えるところであります。 

  世界中どこに住んでも安心安全は同じキーワー

ドでありますが、住みやすい、生活しやすいは、

その地域の環境であり、環境は人が触れてみて初

めて感じ取る感覚であります。すみにくい環境に

は生き物はすみません。自然の摂理であります。

まちづくりは人づくり、そんな言葉もよく聞きま

すが、このまちを担っていく若者の夢、未来につ

いて、共にまちづくりのビジョンを描いていくか

が、今目の前に迫っている課題であります。逆に、

本市では、もしかしたら遅れているかもしれませ

ん。 

  少子高齢化が進む中において、若者を中心とし

た人材育成と地元への定着は必須課題でありま

す。地域経済やコミュニティー、伝統文化の継承

など多岐にわたり伝えていく使命があるからで

あります。 

  しかしながら、現代の若者の多くは、古きよき

を嫌う若者が多いそうであります。特に地方にそ

の考え方を持つ若者が多く、お祭りや地域の文化

継承など、やらされている感と責任感がストレス

を生み、先祖代々受け継がれてきた家業や政が当

たり前の常識では通用しない時代。特に、このコ

ロナ禍で意識や考え方が大きく変わったとも言

われております。我々の考え方と若者たちの考え

方のずれにいち早く対応していかないと、このデ

ジタル社会において、我々本市は遅れていくだろ

うと感じております。 

  そうした中で、人口減少が止まらない地方にお

いては、それぞれの自治体が様々なアイデアを出

して対策が進められておりますが、重要なのは、

若者をはじめ移住定住者も、この米沢が魅力ある

政策、夢や希望を感じ取れる施策など、本市がど

の自治体にも負けないと自信を持って誇れる目

玉政策を持ち合わせているかが、人口減少対策の

入り口になると考えております。 

  特に、若者が集い、結婚して家庭を築く、安心

して子供を産み育てるといった構造サイクルを

生み出していくことが、先の出生率の回復につな

がり、数年後には人口減少の歯止めとなり、この

構造サイクルが実を結んだ頃には、米沢は住みや

すい、生活しやすいまちとして、移住定住者もお

のずと増えていることだと思うのであります。 

  このまちで生まれ育った子供たちが一時は米沢

を離れても、近い将来、住みやすい、暮らしやす

い米沢に戻って生活しよう、生活したいと思える、

そんな近未来の米沢をつくり上げていくべきと

強く思うのであります。 

  こうしたことを踏まえて、アフターコロナある

いはウィズコロナが本格的に進められていく中

で、本市が取り組むべき市民生活、市民の暮らし

を守る政策はどのように考え進めていくのか、御

所見をお伺いいたします。 

  次に、本市のｅスポーツの推進とＡＲスポーツ

の普及促進への取組についてお伺いいたします。 

  ｅスポーツ、最近ようやく新聞や報道で耳にす

ることが多くなりました。皆さん御承知のことだ

とは思いますが、ｅスポーツはエレクトロニッ

ク・スポーツの略でして、パソコンや家庭用ゲー

ム機を使って腕を競って対戦するゲームで、野球

やサッカー、格闘技、カードゲーム等があり、来

年開催されるパリオリンピックの中で、ＩＯＣが

2021年に発表したオリンピック改革の指針で、オ

ンラインで競うバーチャルスポーツを国際競技

連盟と協力してオリンピックプログラムに追加

することを検討すると発表がなされてから、世界

ではｅスポーツの取組が盛んになってまいりま

した。 

  日本国内においても、2019年以来の茨城国体か

ら文化プログラムの中で開催が始まり、現在は毎

年全国都道府県大会や様々な大会が国内でも行

われており、プロチームの結成など、舞台を海外

へ移して賞金マッチが行われるほどの熱狂ぶり
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であります。 

  しかし、我が国においては、昔からゲームに対

する評価やイメージが低調で、子供の学習や非行

のイメージ、ゲームをスポーツとして扱うことの

異論のほか、依存症や賭博などの犯罪利用、八百

長などの課題も多く残されています。 

  しかしながら、現代社会において、今やこのｅ

スポーツも様々な進化を遂げて、あらゆる分野や

産業の中で取り入れられ、その効果も社会的に認

められるようになり、国においてはｅスポーツに

関し、オリンピックでの採用を見据えて研究や情

報収集、医科学支援に乗り出す方向でも検討に入

るなど、文部科学省において粛々と進められてい

ると報道がなされました。こうした時代背景とと

もに、産業構造が他分野への可能性とともに進化

していく形に対し、遅れることがないように官民

力を合わせて政策に結びつけていくことが求め

られると思うのであります。 

  ほかの自治体や企業などでは、いち早く取り入

れて、その成果が報告される報道もある中で、本

市ではｅスポーツをどのように捉えているのか。

そして、今後ｅスポーツを中心としたＡＲ、拡張

実現を活用した取組、ＶＲ、バーチャル映像を活

用した取組や政策など本市のお考えをお伺いし、

演壇からの質問といたします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１のアフター

コロナ後の市民生活・暮らしを守る政策は考えて

あるかのうち（１）から（７）までについてと、

２のｅスポーツ、ＡＲスポーツに関しての御質問

にお答えいたします。 

  初めに、１の（１）市民生活・暮らしを守るた

めにどのような政策が必要と考えているかにつ

いてでありますが、本年５月８日に新型コロナウ

イルス感染症が５類感染症に位置づけ変更され

たことにより、感染症対策については新たなステ

ージに入ったものと認識しております。 

  しかしながら、完全に新型コロナウイルス感染

症が終息したわけではなく、感染や重症化予防に

有効なワクチン接種の実施に取り組むなど、引き

続き市民の健康を守る取組を進めていく必要が

あると考えております。 

  また、市民生活や市内経済を守る対策を多面的

に実施していくことが重要でありますので、その

概要につきましては以下の小項目で申し上げま

す。 

  （２）物価高騰による市民生活への影響をどの

ように捉えているかについてでありますが、円安

や地政学的な影響による電気、ガス、ガソリンな

どのエネルギー価格や食料品等の物価高騰は、市

民生活に非常に厳しい影響を与えていると認識

しております。 

  このため、本市では昨年度に引き続き、愛の商

品券事業を実施し、物価高騰による市民生活への

影響をできるだけ緩和するとともに、個人消費の

下支えを図ろうとしております。 

  次に、（３）所得を上げるための政策や民間企

業との連携についてでありますが、中小企業庁の

制度を活用し、市内企業の先端設備等導入計画の

策定を後押しすることで、市民所得の向上及び労

働生産性の向上を実現させていきたいと考えて

おります。 

  次に、（４）高齢者世帯、独り親世帯、生活困

窮世帯への支援策につきましては、市民税非課税

世帯の高齢者世帯、障がい者世帯、独り親世帯等

を対象として、冬季における灯油等購入費の一部

助成を今年度も実施することとしております。 

  加えて、新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金を活用し、電気、ガス、食料品等の

物価高騰による影響を大きく受けている市民税

非課税世帯に対し、本市独自に物価高騰緊急支援

給付金として１世帯当たり３万円を支給するな

どの支援を実施しております。 

  次に、（５）学生や若者たちとのまちづくりの

ビジョンは描いてあるかについてでありますが、
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本市と米沢商工会議所が事務局を務める学園都

市推進協議会において、学生と市民が交流する

様々な事業を展開し、卒業後も学生が本市に定住

したい、あるいは市外に住んでも本市と継続的に

関わりを持ちたいと感じてもらえるようなホー

ムタウン化に取り組んでいるところであります。 

  次に、（６）人口減少対策の一番の目玉となる

政策についてでありますが、結婚、出産、子育て

支援などの少子化対策、移住促進、若者定住、さ

らに地域の魅力を高める取組など、様々な施策を

総合的に進めていくことが重要であると考えて

おります。本市では、今年度、まち・ひと・しご

と創生総合戦略の改定に取り組んでおり、その中

で具体的な施策を検討してまいります。 

  次に、（７）出生率向上に向けて本市が取り組

んでいる政策とその効果についてでありますが、

子育て支援医療給付事業を本市独自に拡充する

などの子育て支援を充実することで、出生率の向

上に努めてきたところであります。 

  しかしながら、直近の出生数の推移を見ますと、

令和元年度が464人、令和２年度が450人、令和３

年度はコロナ禍の影響で412人にまで減少し、令

和４年度は436人と若干回復しましたが、全体的

に減少傾向に歯止めがかかっておりません。 

  国は、本年６月にこども未来戦略方針を策定し、

今後３年間に集中的な取組を実施することとし

ておりますので、本市においても国の施策を十分

に活用しながら、子育てしやすいまちづくりを進

めることで、出生数の増加、出生率の上昇に努め

てまいります。 

  最後になりますが、人口減少や物価高騰など本

市を取り巻く状況が厳しさを増している今こそ、

持続可能なまちづくりを進めることが重要であ

ります。 

  現在、令和６年度、令和７年度に取り組む具体

的な事業を定めるまちづくり総合計画第５期実

施計画の策定作業を進めており、次年度の予算編

成と併せて、市民生活・暮らしを守る施策の検討

をしっかり行ってまいります。 

  次に、２の本市のｅスポーツの推進とＡＲスポ

ーツの普及促進への取組についてお答えいたし

ます。 

  初めに、（１）ｅスポーツ・ＡＲスポーツをど

のように捉え理解しているかについてでありま

すが、ｅスポーツとは、議員お述べのとおりエレ

クトロニック・スポーツの略で、対戦型コンピュ

ーターゲームをスポーツ競技として捉えるもの

と言われております。 

  2019年からは、国民体育大会の文化プログラム

として開催されるなど、国内でもｅスポーツの大

会が各種開催されております。 

  また、ＡＲとは、バーチャルの情報を現実世界

に重ね合わせて表示することで現実を拡張する

技術、拡張現実と言われており、現実とバーチャ

ルを組み合わせたＡＲスポーツ競技があること

についても承知しております。 

  ｅスポーツにつきましては、サッカーや野球と

いった体を動かすフィジカルスポーツと違い、年

齢差や体格差、男女の別、障がいの有無に関係な

く、誰もが同じ条件で対戦することができるため、

様々な人々の交流ができるツールとして注目さ

れております。 

  また、ｅスポーツで指先を動かしたりコミュニ

ケーションを取ったりすることによって、高齢者

の認知症やフレイルの予防といった健康面での

効果も期待されております。 

  本市では、ｅスポーツの普及啓発や、世代間の

交流、コミュニティーの形成を目的として、今年

度、ｅスポーツのミッション型地域おこし協力隊

員を採用し、７月から活動を始めております。地

域イベントでの子供向けｅスポーツ体験ブース

の設置や、コミュニティセンターでの高齢者向け

ｅスポーツ体験会を行ったほか、市と商工会議所

共催の企業若手社員向け研修会・交流会では、若

手職員同士の交流ツールとしてｅスポーツを活

用する活動などを実施しております。 
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  今後は、プログラミング教育や子ども食堂事業

など教育分野や福祉分野と連携した取組も計画

し、人と人とが交流するツールとしてｅスポーツ

を活用していきたいと考えております。 

  次に、（２）民間企業や専門技術者と連携協力

をして施設整備や大会誘致等を行ってはどうか

についてお答えいたします。 

  現在、市内では、武将の街米沢ｅスポーツ振興

会という民間団体が活動しており、昨年度は山形

大学工学部と連携したｅスポーツ特別講座や、ｅ

スポーツ大会、Ｙｏｎｅｚａｗａ ｅＳｐｏｒｔ

ｓ Ｆｅｓｔｉｖａｌを開催したほか、マルシェ

などの地域イベントでｅスポーツ体験会を実施

しております。市内でもｅスポーツの機運が高ま

ってきておりますので、本市としても連携した取

組が実施できないか検討を進めてまいります。 

  また、現時点では、公共施設等を活用した常設

型の施設整備までは考えておりませんが、市でも

ｅスポーツ機材を準備し、各種イベントやコミュ

ニティセンターなどでのｅスポーツ体験ができ

るよう準備を進めていきたいと考えております。 

  最後に、（３）新たな観光産業とまちづくりの

視点で推進が必要と考えるがどうかについてお

答えいたします。 

  ｅスポーツは、特に若い世代から注目されてい

る分野であることから、イベントを開催すること

で多くの若者が集まり、交流人口の創出に効果が

あると考えております。 

  今後とも地域おこし協力隊員の企画を生かした

ｅスポーツ普及啓発活動に取り組むとともに、市

内の民間団体と連携したイベントなどを企画し、

交流人口の拡大、ひいては本市の経済効果につな

がる取組を推進してまいります。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、アフターコロナ後の

市民生活・暮らしを守る政策は考えてあるかのう

ち、（８）本市で生まれ育つ子供たちへの願いは

何と心得ているかについてお答えいたします。 

  人口減少、少子高齢化への対応は、米沢だけで

はなく全国各自治体が避けて通れない問題です。

米沢で生まれ育った子供たちが成長し、米沢を離

れてしまうことは課題であると認識しておりま

す。 

  将来にわたって持続可能な社会、持続可能な米

沢の担い手となる子供たちをどのように育てて

いくか、米沢の学校においては外せない視点であ

ると捉えています。米沢の教育で育った子供たち

が、米沢で就職したり、将来米沢に戻ってきて仕

事をしたりして、この米沢を支え活躍してほしい

と願っています。 

  しかし、一方では、ふるさとである米沢に思い

を持ちながら、他県や世界で活躍してほしいとも

願っています。だからこそ、どこにいても米沢に

こだわりを持つ人に育てたいと考えています。 

  そのためには、まず自分の住む地域や学校が好

きだと言える子供、米沢が大好きだと言える子供

に育てていきたいものです。さらに、国連が実現

を目指す持続可能な開発目標であるＳＤＧｓの

考え方を取り入れ、地域の課題等について地球規

模で考えながらも、自分の足元から行動を起こす

ことができる子供に育てたいと思っております。

このことは、常日頃から校長会等で学校に伝えて

いることです。 

  教育は時間がかかりますが、「Ｔｈｉｎｋ Ｇ

ｌｏｂａｌｌｙ，Ａｃｔ Ｌｏｃａｌｌｙ」を合

い言葉に、米沢で育つ子供たちが、米沢のことを

知り、米沢のよさに気づくことができる教育を通

して、米沢に誇りと愛着が持てるよう、今後も市

内の教職員と共にしっかり取り組んでまいりま

す。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） まずは、御答弁大変あ

りがとうございました。 
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  演壇からも私は申し上げたとおり、この５月８

日に新型コロナウイルス感染症が２類相当から

５類へ引き下げられて、ようやくといいますか、

世界、そして日本国内、我々米沢市にとっても経

済産業や観光が動き出し、少しずつではあります

が以前のような生活が戻り始めてきたのかなと

感じております。 

  ただ、この失った３年間というのは、非常に世

の中の動きが逆に早く進んでいた。そして、感じ

ることが、人的交流も含めた中で情報が入ってき

ても、そこに触れ合って感じ取ることができなか

ったという、これは地方のリスクなのではないか

と私は感じ取ったところであります。 

  やはりこれからデジタル社会、もう目の前にＡ

ＩからＩＣＴから様々な部分、ＩｏＴも含めた中

で、いろんな分野で捉えて、そしてそれを生かし

ていかなければならない、そういう社会が動き始

めた中において、本市は今、総合計画などこれか

ら第５期に向けてというお話もございました。た

だ、現時点で取り組んでいる政策をもう一度、来

年の令和６年度からの予算編成を含めて考えて

いかなければならないのだろうと。 

  今回の私の質問というのは、来年度の予算編成

に向けた今その審議が行われていく半年前、６か

月前でございますから、そういう期間を利用して、

しっかりと市民生活、そして市民が安心して暮ら

せる、このまちで育つ子供たちも元気にこれから

未来を担っていく、そういう成長をつくっていか

なければならない。それは、我々議会、そして皆

様方行政も大きな責任を背負っているのではな

いかと感じているところでございます。 

  それで、今回の８項目、市民の生活や暮らしを

守っていくという中で私が感じているところは、

いわゆる窮屈な生活をされた市民が、これからこ

の物価高騰や様々な報道がある中で、今後しっか

りと生活を守っていく中で、一番はやはり自然エ

ネルギーの対応というものが地方自治の中では

問われていくのではないかと思っております。 

  全国の各自治体では、太陽光をはじめとして地

域性に合わせて自主的にそういう自然エネルギ

ーへの取組が進んでおりますけれども、本市は今

後まずはどのような自然エネルギーへの対応を

なされていくのか、御所見をお伺いしたいと思う

のですが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 自然エネルギーの対応に

つきましては、先月の民生常任委員会協議会、市

政協議会でも、米沢市地球温暖化対策実行計画の

パブリック・コメントをお示しさせていただきま

したけれども、令和３年、令和４年に行いました

ポテンシャル調査等に基づきまして、今後どうい

った形で自然エネルギーを進めていくのかとい

うところを、この計画の中に落とし込みをさせて

いただいたところでございます。 

  今後、それらに基づいて、現在環境省が目指し

ております先行地域に米沢地域を選考していた

だくための準備を進めておりますし、様々な補助

金なども活用しまして、地域エネルギーをフル活

用した地球温暖化対策、再エネ・省エネの取組を

今現在、最終的な詰めをやっているところでござ

いまして、今後議会のほうにもその概要をお示し

しながら御意見をいただき、着実にゼロカーボン

に向けた取組、自然エネルギーの取組を邁進して

まいりたいと考えております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ありがとうございます。 

  現段階において、これからどういう形で自然エ

ネルギーに取り組んでいくか、段階的に私は少し

遅い感じがいたします。それは、先ほど申し上げ

たように、電気、ガス、水道といった部分のライ

フラインを守るということは、政を任されている

行政主体の中で、電気代も高騰している、燃料も

高騰している、これからどんどん上がっていくわ

けです。市民の生活を守っていく上で、やはり自

然エネルギーというものは欠かすことのできな

い課題だと思っておりますが、ただ米沢市で限ら
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れていると思うのです。そのエネルギーを確保し

ていくという、当然ながら海上のような、海洋で

行われる風力発電の形も、板谷地区で一部進めて

あるにせよ、やはり７万6,000人いる米沢市民を

守っていくために、ある程度の方向性というのは

決めていかなくてはならない。ましてや今、モデ

ル地域的なところで先行地域というお話もござ

いますけれども、米沢市としてはこういう方向性

でつくり上げていくのだというところの指針を

しっかりと持って、我々にも御提案いただきたい

と思うのですが、その辺はお考えとしてはいかが

でしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 繰り返しになりますけれ

ども、今計画的にその作業を進めているところで

ございまして、大きな市としての方針ですとか、

今後のロードマップ的なところを、しっかりこの

後お示しさせていただきたいと思っております

し、本市については、地域資源のポテンシャルは

非常に高いということが既に分析で分かってお

りますので、そういったものをフル活用しながら、

2050年のゼロカーボンを目指していくための第

一歩をどういった形で進めていくかというとこ

ろを具体的にお示しさせていただければと考え

ております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ぜひできればこの令和

５年度内に議会にもお示ししていただければ幸

いかと思いますし、そしてまた市民の皆さんも、

その方向性が分かってくれば安心してその対応

もできるのだと思いますので、ぜひその辺もしっ

かりと進めていただきたいと思います。 

  それでは、２番目の物価高騰による市民への影

響、この質問は４番目の質問と重複するところも

出てくるかもしれませんが、お願いをしたいと思

います。 

  やはりこの物価高騰に対して様々な緊急の補助

金をこれまでも使って、先ほど企画調整部長から

も御紹介がありました愛の商品券を使ったり、あ

るいは国、県の主導で、昨日も市政協議会のほう

にも御提案がございましたけれども、こうしたこ

とのほかに、緊急を要する場合に、やはり一般財

源をしっかりと緊急でも確保しながら市民生活

を守っていかなければならないと思うのであり

ますが、その辺のお考えというものの準備を含め

て、どのように本市としてお考えがあるか、お聞

かせいただきたいと思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 冒頭、企画調整部長から、愛

の商品券事業を御説明させていただいたところ

であります。結果としまして、相当多くの市民の

皆様からお申込み等いただきまして、予算額をオ

ーバーしております。最終的に抽せんをする結果

となっておりますけれども、やはり木村議員から

お話がありましたように、諸物価の高騰というも

のは市民の皆さんの生活に大変大きな影響を与

えていると思います。 

  こういうことから、ガソリン代につきましても、

国におきましては値段を抑えるための補助金を

10月以降も継続するような話も聞いております

し、同様に電気料を抑制する補助金につきまして

も、10月以降当面継続するような国の方針も示さ

れております。 

  このように、国のすること、そして県のするこ

と、そして市としてどういうことができるのかと

いうことを、刻々動く経済状況を見ながらしっか

りと実施していく。そのための準備をそういう覚

悟で臨んでいきたいと思っているところです。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） 大変こまいことを申し

上げて申し訳ないと思っているのですが、今回と

いうか、常に本市の愛の商品券は大体３割程度の

付加をつけて販売をなされております。以前、一

度だけ一時的には本当に５割まで行ったのです

が、そういうふうな中もございまして、ただ、今、

産業部長がおっしゃったように、希望しても最終
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的には抽せんになって、その抽せんからこぼれて

しまうという御家庭もある。特に私のところに聞

こえてくるお声は、貧困世帯の方がどうしても抽

せんに漏れてしまったであるとか、そういうふう

な声も中には聞こえてきております。 

  ですから、愛の商品券の総額予算は決まってい

るにせよ、そういう困窮世帯向けに愛の商品券の

枠を一部つくるであるとか、そういった方向性も

今後必要になるのではないかと思いますが、その

辺の対応と、それからこの３割という部分、この

パーセンテージが上がる可能性、あるいは下がる

可能性、この検討についても今後どのように考え

ておられるのか。また、これまでもそこについて

いろいろ検討されてきたと思うのですが、その経

過がもしあれば改めてお伺いしたいと思うので

すが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 コロナ禍の経済対策につきま

しては、様々コロナ禍ですので、どちらかといい

ますと事業者の方の支援、そういうものが中心と

なっておりました。 

  今、場面につきましては、物価高騰ですので、

そういう部分で家計の可処分所得を増やすよう

な部分が必要だと思っております。 

  このようなことから、今回愛の商品券事業につ

きましてはさきの６月定例会の補正予算で認め

ていただきましたけれども、まず市の考え方とし

て、一律世帯の負担を下げるための水道料金の軽

減策、議会から御提言いただいたものです。一方

で、私ども産業部で取り組んでおります愛の商品

券というのは、家計の負担を軽減しつつ消費が冷

え込むのを避ける、そのための事業者支援も含め

た対策ですので、そういうものを市役所の中の各

部の取組を組み合わせながら、市民の皆さん、事

業者の皆さんを守っていく、そういう取組を考え

たところであります。 

  また、商品券の３割の負担の考え方であります

けれども、こちらにつきましてもコロナ禍の状況

とまた変わっております。現在につきましては、

物価高騰ですので、相応の対応が必要だと思って

おりますが、これにつきましては先ほど申し上げ

ましたように、国がやることと県がやること、市

ができること、そういう部分をしっかり考えなが

ら、市で何ができるのかということを常々考えて

取り組んでいきたいと思います。 

  また、困窮者対策につきましても、福祉部門と

連携しながら、今回の９月定例会の補正予算につ

きましても、低所得者の方向けの助成というもの

が設けられておりますので、そういうものを組み

合わせながら、市民の皆さんの生活を守っていく、

そういう対応をしていきたいと思います。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ありがとうございます。

大変前向きな御答弁をいただいたわけなのです

が、今、産業部長がおっしゃってくださったから

ですけれども、水道料金につきまして、この９月

で一旦、無償の施策が終わるわけですが、今後改

めて、この物価高騰が続く中において再度御検討

いただいて、年内改めて無償化に向けた考え、そ

ういったお話合いというものは庁内でやってい

ただけたものでしょうか。いかがでしょうか。 

○相田克平議長 金子業務課長。 

○金子好洋業務課長 水道料金の減免につきまして

は、この９月で、今年度の３か月につきまして一

旦終了するという形になっております。 

  その後の施策につきましては、国、県のいろい

ろな補助、そういったものも今後注意しながら、

そういった活用できるメニューなどございまし

たらば、庁内でも検討していきたいと考えており

ます。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） そうしますと、一般財

源で何かしらの基金を切り崩しての対応、対策は

やらないということなのでしょうか。いかがです

か。 

○相田克平議長 金子業務課長。 
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○金子好洋業務課長 市の一般財源を使っての対策

につきましては、これから庁内でそういった実施

をする際の話になってまいります。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） これは、近々に検討を

進めていただきたい。これは市長にもお願いした

い要望でございますので、ここはしっかりと形づ

くりを、ぜひ議会にその結果を御報告いただきた

いと要望させていただきたいと思います。 

  それから、３番目に移らせていただきますけれ

ども、所得を上げるための政策や民間企業との連

携ということで、昨日も我が会派の植松議員の質

問にもお答えいただいておりました。そこでは、

民間企業との取組、八幡原企業協議会、商工会議

所を含めた中での取組がなされて進められてい

ると思っておりましたが、今年６月16日、岸田総

理が発表なされた骨太方針2023の中で、三位一体

の労働市場改革を実行し、構造的賃上げの実現を

通じた賃金と物価の好循環へとつなげる、併せて

人への投資も行っていくのだということで、日本

国内の産業界における人件費の賃上げに関して

は、力を入れていくという国の方針が出されたの

ですが、やはり私が壇上から申し上げたように、

もう何年たっても地方における、あるいはものづ

くりの工場が多い地方は、なかなか大きな期待が

できるほどの賃金が上がっていく、そんな期待が

大分薄いのです。 

  だからこそ、今のこういった物価高騰の中、社

会においては、民間と共に自治体がしっかりとそ

ういう企業に対しても国の方針を含めて、やはり

賃上げに対して、所得向上に対して、どういった

施策が必要なのかということを、米沢市にも商工

会議所等を通じて話し合い、そういったものを形

として進めていただきたいと思うのですが、その

辺のお考えはいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 具体的に賃金を上げていく、

そういう取組につきましては、これも冒頭、企画

調整部長から先端設備等導入計画のお話をさせ

ていただきました。この先端設備等導入計画につ

きましては、市で計画を策定し、国の認定を受け

ております。 

  この計画に基づいて、事業所の皆さんがつくる

計画につきましては、賃上げにつきましても自社

の従業員に対する賃上げ方針の表明を盛り込ん

で認定された計画につきましては、固定資産税が

４年間にわたって３分の１に軽減されるなどの

取組もあります。 

  こちらにつきましても周知をしているところで

ありますし、また国におきましても、例えば厚生

労働省では、事業所の賃金を最低30円以上引き上

げる、そういう場合には業務改善助成金なども設

けておりますし、その周知もしております。 

  また、経済産業省でも同様の事業再構築補助金、

そういうものでも賃上げに取り組む市内の中小

事業者の方を積極的に支援していくということ

を言っておりますので、そういう国の制度をいろ

いろ周知しながら御活用いただく、そういう取組

も必要だと思っています。 

  また、県内の取組につきまして申し上げますと、

本年３月でありますが、県内の各産業団体、あと

は労働団体、そして国、県が連携、協力しまして、

適切な価格転嫁を図りながら賃上げを促進する

機運を高めていく、そういうものについて、価格

転嫁の円滑化により地域経済の活性化に取り組

む共同宣言というものもしております。こういう

ものも周知、展開を図りながら、市民の皆さんの

所得の向上につなげていけるように、しっかりと

取り組んでまいりたいと思います。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ぜひよろしくお願いい

たします。 

  行政が民間企業の賃金を上げろだの下げろだの

というのは、なかなか難しい交渉ではあるのです

が、国がやはり打ち出している以上は、自治体と

してもしっかりと地元の企業の皆様方に、それも
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やはり若い人たちがこの米沢で活躍していくた

めには、賃金を守るというのは絶対的な使命でも

ありますから、そこはしっかりと連携を組んで進

めていっていただきたいと要望したいと思いま

す。 

  次に、４番目の高齢者世帯・独り親世帯・生活

困窮世帯への支援ということで、先ほど来お話が

ありましたけれども、昨日も市政協議会で報告が

なされましたが、低所得者に対する福祉灯油の助

成拡大、国、県の事業でありますから、これまで

の5,000円から１万円になったというのは大変喜

ばしいことだと思っておるのですが、ただその表

記の仕方です。 

  低所得者でありますから、そもそも低所得者の

定義を考えると、住民税非課税世帯の方々が対象

になる。このたびの対象者欄を見ますと、高齢者

世帯、65歳以上の世帯であるとか、あるいは独り

親世帯であるとか、４項目の条件が示されてあり

ましたけれども、実際、低所得世帯というのは、

厚生労働省の基準で言いますと300万円以下の収

入の世帯がいわゆる低所得世帯と言われておる

のですが、低所得世帯の福祉灯油となりますと、

法律上的にも、例えば若い世代の方々、御夫婦で

も、御夫婦合わせて世帯収入が250万円以下であ

ったり、そんな家庭もこれはもらえないのかと言

われてくる、問合せがある可能性もあるのですが、

この辺の線引きというものをどうお考えなのか、

詳しく教えていただきたいと思います。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 昨日、冬の灯油の助成

の件で社会福祉課長が御説明させていただきま

した。 

  先ほど議員お述べのとおり、今回市民税非課税

世帯の中でも４つの区分に区切って支給させて

いただくということで御説明させていただいた

と思います。特に、今回該当されている方々とい

うのは、やはり生活困窮が著しく懸念される世帯

にということでの支援になっていると考えてお

ります。 

  また、低所得世帯という文言につきましては、

厚生労働省の定義においても市民税非課税世帯

ということにはなっておりますが、やはり非課税

世帯というところの内容についても様々あるか

と思っております。 

  保育所等の非課税世帯に該当する方は、現在

５％弱いらっしゃいます。こちらの市民税の計算

の仕方につきましては、調整控除以外のものは控

除として計算せず実施しているもので、例えば住

宅借入金等特別税額控除などについては該当し

ていないものになっておりますので、非課税世帯

といっても、一般的になったとしても、様々な形

態、扶養人数にもよる場合もございます。そのよ

うなケースもございますので、やはり一概に全体

を救済する制度にはなっていないものと判断し

ているところです。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） 私は何を言いたいかと

いうと、誤解を招くということなのです。こうい

う一つのフレーズが誤解を招いて、なぜ65歳の高

齢者世帯だけなのだ、独り親世帯でももらえるで

はないかと。我々だって世帯収入が少ない、なぜ

もらえないのだという家庭が必ずいると思うの

です。 

  だから、福祉灯油、長年これはやってきた事業

でありますから、当然ながら高齢者の方々も含め

て理解はしているのですが、こういう打ち出し方

が、名前が変わってくると、我々ももらえるので

はないのという誤解も生まれやすい。ですから、

この表し方というのも非常に気をつけていかな

ければならないのではないかと思うので、その辺

の感覚としてはいかがですか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 確かに議員おっしゃる

とおりかと思います。この表記につきましては、

県の名称をそのまま採用させていただいたと昨

日も説明させていただきましたけれども、やはり
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誤解を招くような表記に関しては望ましくない

と考えておりますので、今後この名称について、

はっきりと分かりやすく該当者が特定されやす

いような名称、今まで使っていたような福祉灯油

というような名称とかも含めまして、こちら検討

させていただきます。 

  ただ、今回はこの名称で出て予算も計上されて

おりますので、この名称になっておりますが、十

分内容については周知させていただきたいと考

えております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ぜひその辺も注意して

進めていただきたい。できるならば、そういう世

帯の方にせめて市から5,000円でも、先ほど企画

調整部長から一律３万円の支給をやっているの

だというお話もありましたけれども、さらに今こ

ういう物価高騰の中でありますから、それだけで

もなかなか生活が厳しいという方もいらっしゃ

いますので、ぜひそういう対応も御検討していた

だきたいと思います。 

  それから、５番目、学生や若者たちのまちづく

りのビジョンについてでありますが、こちらも昨

日、質問等々出ておりましたけれども、私は今、

首都圏でもこのコロナ禍の中で、各大学を出た学

生さんたちが就職をしないで自分の仲間たちと

サークルの延長線上でベンチャー企業を起こし

て、相当首都圏のほうでは若い人たちが会社を起

こして頑張っている、こういった報道もなされて

いる中で、本市の山形大学を含めた３大学、これ

は本市にとっては強みでありますから、学生たち

がそういう一つのことを起こしていく支援策と

いうものを改めてお聞きしたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 まちづくりに関して申し

上げますと、今年度新たに予算計上しました山形

県公立大学法人地域貢献活動支援補助金につき

ましては、学生が行う地域貢献活動の支援に活用

できる制度であります。現在、学生が地域と連携

しながら、米沢駅前映えｃａｆéオープンプロジ

ェクトに取り組んでおります。 

  また、学園都市推進協議会における学生支援策

としましても、学生課外活動助成金というものが

ございまして、学生団体が地域の振興に資する活

動等を行う場合に最大15万円まで支援する制度

となってございます。そういったものを活用しな

がら、学生たちが地域づくりに携わる機会を応援

していきたいと思っております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） 今御案内がありました、

そういった補助金を活用した場合に、その活動の

中で、営利目的にはなってはならないという基準

が定められているものでしょうか。いかがでしょ

うか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 具体的に営利目的が駄目

かどうかというところまで把握しておりません

けれども、その内容によって認められる部分とい

うのは当然あるだろうと思っておりますので、ど

の辺まで認められるかということを、もし学生の

ほうから何か御意見があれば、そういったところ

にもしっかり対応していきたいと思っておりま

す。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） ぜひその辺もよろしく

お願いいたします。ベンチャー企業をつくってい

く若者たちは、やはり営利を目的として、そして

これからの時代に沿った形の新しいビジネスを

進めていこうとしている人たちが多いと私も感

じておりますので、そういった声があった場合に

は、ぜひ対応のほどをよろしくお願いしたいと思

います。 

  次に進みます。 

  （６）人口減少対策の一番の目玉は何かという

ことで、演壇のほうからも企画調整部長から、

様々な子育てであったり、移住定住、出産、結婚
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を含めた中で取組をしてきたけれども、なかなか

総合的に結びついていかないというお話があり

ました。 

  この総合計画の実施、後期計画をつくるに当た

って、米沢を離れる方々のアンケート調査、これ

を令和２年１月にされておりましたけれども、こ

の中で非常に面白いと思ったのは、米沢にＵター

ン、なぜ離れるのか、なぜ住みたいと思うのか、

このまちをどう思うのかというところに、結果的

に若い人たちがこのアンケートで言うのは、楽し

くないと。私が総合的に感じたのは、遊び場所も

含めて利便性が悪いということが、多分総合評価

なのかなと思っています。 

  ですから、人口減少対策の中で、当然デマンド

交通の対策、あるいは魅力あるまちにするために

魅力ある企業を誘致すべきだ、そういうことを含

めていくと、このまちで人口を増やしていくため

には、まずＵ・Ｉ・Ｊターンも含めて、昨日もＵ

ターンの方に60万円の支援金を行っているとい

うお話がありましたけれども、60万円は全国レベ

ルで言ったらもう下の下です。最低でも100万円。

例えば、宮崎県都城市はインターネットで500万

円とうたっているのです。地方自治体は200万円

ぐらいまで上げていかないと。それは戻るための

引っ越し代、それから就職するための準備です。 

  このアンケートにも載っていましたけれども、

住むところの心配なのです。実家に戻れる方もい

れば、実家はきょうだいが結婚してしまって子供

もいるから、なかなか戻れないから、まずアパー

トを借りるとか、そういったところを結びつけて

いくことも重要です。 

  何といっても地方はマイカー社会でございます

から、マイカー準備金なんていうものを例えば創

設したり、そういったものを組み合わせていくと

100万円でもやはり足りないのです。 

  ですから、集中期間というものをしっかりと設

けて、５年間、１年間で何人戻って、50人戻って

きてほしい。試しでもそういう政策をやってみる

べきなのです。基金を崩してでも人へ投資すると

いう考え方にのっとって、人を呼び込んでみる。

１年間で50人、200万円だとしたら１億円、５年

間やったら５億円を人への投資という考え方に

結びつけていったときに、１年間で50人戻って、

５年間で250人。その人たちが独身で、あるいは

家庭を持っていたら、人口が増えるのです。250

人のパイが増えると、とんでもない数に化けるの

です。250人の方が結婚して子供が２人いたら

1,000人の人口が増えるわけです。1,000人の税収

というもの、経済効果というのは計り知れないと

思いませんか。５億円なんて僕は安いと思う。そ

の入ってくるものを考えたら。 

  そういう政策を、私は目玉としてやっていく必

要性があるのではないかと思うのですが、部長い

かがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 もちろん財源が伴うこと

でありますので、何か目玉としてそういった施策

ができるのかどうか、やはり全庁的に検討する必

要があるのかなと思っております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） 時間もないので、（７）

の出生率も含めて、そういったことが結びついて

いくのだと思いますので、ぜひお願いしたい。 

  それから、（８）の本市で生まれ育つ子供たち

への願いは何と心得ているのかという、本当に教

育長のおっしゃるとおりだと思っております。そ

れが、米沢で生まれ育った子供たちにもっと強く

心に感じて、頭にそういうものが残って、おじい

ちゃんおばあちゃんと過ごした、友達と過ごした

この古き米沢で培ったものをいつまでも誇り高

く持っていける、そういう子供たちをぜひこれか

らもつくっていただきたい。ぜひ期待したいと思

います。 

  時間がない中で、ｅスポーツにも関連していき

たいと思いますが、このたびのｅスポーツに関す

る推進というのは、デジタル社会に向けた本当に
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第一歩だと思います。 

  企画調整部長からも先ほど御説明がありました

様々な部分で体験を行っている。今、新聞報道で

も、昨日も新庄の中学校で、そういったバーチャ

ル的な体験をしているということで、地元の新聞

でも多く報道がなされておりますけれども、やは

りこれはゲームという感覚というよりは、これか

らのデジタル社会に向けて、小中学生においては

学校の教育分野で、そして高校生をはじめ大学生

なんかは一つのスポーツ競技への、そしてそこか

ら観光へ結びつけていく。これはなぜかというと、

アニメ、ゲームというのは、世界規模で言ったら

何兆円市場でありますから、米沢だって直江兼続

や前田慶次のバスまで走らせていて、そういった

アニメブームだったり、そういったものを先ほど

言った東京のベンチャーでやっているゲーム会

社、若い人たちに、米沢なりのゲームをつくって

いただいて、そのゲームに特化して大会をやる。

武将ゲームになるか分かりませんけれども、そう

いったものを企画してつくっていくとか、あるい

は社会経済の産業においては、特に介護施設なん

かでも、そういったものが今どんどん導入がなさ

れ、健康の推進のためにそういったものを導入し

ている。だから幅広いのです。ｅスポーツから始

まるＡＲ、ＶＲという分野が。 

  だから、もう米沢も来年度から本格的にそうい

ったものの事業に補助金を出していく政策が私

は必要だと考えるのですが、総合的に考えた上で

の御所見をお聞きできればと思いますが、いかが

でしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 議員お述べのとおり、や

はりコンピューターゲームということではなく

て、考え方が変わってきているのだろうと思って

おります。 

  そういった中で、幅広い世代の人たちが交流し

たり、あと障がいのある方とそうでない方が一緒

に取り組めたりとか、そういったところを大事に

していきたいと思いますので、しっかり予算の協

議もしながら、そういった取組を進めていきたい

と思っております。 

○相田克平議長 木村芳浩議員。 

○１４番（木村芳浩議員） 若者がしっかりこうし

た地方の中でも活躍できるというのは、やはりそ

ういうデジタル文化の職業があったり、地元の社

長さんにも先日お話を聞きましたけれども、そう

した部分で、本当に趣味趣向を生かしながら、例

えば昔、否定をされていた、ゲームなんていうの

はひきこもりだと。今はそんな子たちが、一流企

業のトップクラスでプログラムをつくったりし

ているのです。だから、もうそういう否定できる

社会ではなくて、これからの社会に、デジタル社

会に必要だという分野として、米沢がやはりどこ

よりも、山形よりも、長井よりも、天童よりも、

酒田よりも。今申し上げた市は進んでいます。 

  だから、そこに負けないためにも、令和６年度

からしっかりと予算を組んで、あらゆる分野の

方々から意見を取って進めていただきたい。その

ことを要望いたしまして、私の質問を終わります。 

○相田克平議長 以上で14番木村芳浩議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時１０分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、本市における今後の公共交通の在り方に

ついて外１点、３番髙橋千夏議員。 

  〔３番髙橋千夏議員登壇〕（拍手） 

○３番（髙橋千夏議員） 皆さん、こんにちは。一

新会の髙橋千夏です。 

  初めに、傍聴に来ていただいた皆様、貴重なお
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時間をいただきましてありがとうございます。 

  初めての議席をいただいてから４か月がたちま

した。今現在も無我夢中で駆け抜けている最中で

はありますが、そんな中でも大局を見る視点を失

わず、目先の視点にとらわれていないか、自分の

中で定点観測をしながら進んでおります。 

  実は、今朝も１件、土木課の神保主査と共に現

場に行ってから議会に来ました。毎日作業着でも

いいくらい、私は現場主義の人間だと思っていま

す。ただし、いつ何どきもマクロの視点とミクロ

の視点が大事です。ミクロの視点には現場を見る

ことが欠かせませんし、マクロの視点には日々の

勉強が欠かせません。これからも足を使い、たく

さん勉強し、米沢市政のために一歩ずつ前進して

まいります。 

  そして、今年の夏、熱中症の疑いで中学生がお

亡くなりになるという痛ましいことがありまし

た。 

  命を例えば砂時計に例えますと、砂は全然止ま

ってはくれません。命を使っていようと、大事に

しまっていようと、いつか終わりが来る、そのよ

うに思います。使わないと意味がない上に、いつ

か必ず終わりが来るものです。これは、革製品と

かデニムとかと同じようなもので、命も使い倒し

てやっと味が出てくる、そういうものと考えます。

命を使って生きている人ほど人々を引きつける

ものです。お亡くなりになった中学生もそのよう

な子であったと聞いております。 

  そして、何よりも大切なのは、自分の命を何に

使いたいかです。命の使い道のことを使う命と書

いて使命と呼ぶのだと思います。私の使命は、米

沢市という地域をよくするために、どのように生

きるか、考えるか、行動するか、子や孫の世代に

残すか、です。引き続き自分の足元と20年後、30

年後の米沢を見据え、当局、そして米沢の皆様を

巻き込みながら歩んでまいります。 

  私の軸は、ものづくり（製造業）、子育て世代、

南原です。今回は、その中から、南原と子育て世

代に関するものとして、２つお伺いいたします。 

  公共交通、主にデマンドタクシーについて、そ

して屋内遊戯施設くてもについて質問させてい

ただきます。 

  大項目１、本市における今後の公共交通の在り

方についてであります。 

  米沢市地域公共交通計画について、策定から１

年半が経過いたしました。私の住む南原地区でも、

60代から70代の方々からは免許返納後の生活が

心配だ、車が運転できなくなったら病院や買物は

どうしたらいいのだという声を本当に本当にた

くさん聞きます。 

  南原のような郊外に住む方々は、移動弱者の対

象になりやすく、デマンドタクシーはそれらを解

消する方法の一つであると考えます。そして、デ

マンドタクシーなどの普及によって、市民の方々

だけではなく、今後は観光客の方々にも展開され、

様々な人々が行き交う米沢でありたいと願うと

ころです。 

  そこで、質問いたします。 

  小項目１、郊外部からの市街地へのアクセスに

ついてであります。 

  現在、郊外部から市街地へ移動する際、公共交

通として主に３種類あるかと思います。郊外の各

地域で展開されている公共交通について御教示

ください。 

  小項目２、デマンドタクシーの利用状況につい

てであります。 

  現在、市内では、山上、田沢、広幡、六郷の４

つの地域においてデマンドタクシーを利用いた

だいております。特に、六郷地区は今年度の４月

から実証実験開始と聞いております。３か月経過

したわけですが、利用人数や乗合率について御教

示ください。 

  小項目３、小中学校の統廃合における交通手段

についてであります。 

  直近ですと、第五中学校が第一中学校に統合さ

れますが、スクールバス利用について現在の進捗
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を御教示ください。 

  そして、令和８年度は、第四と第六中学校、第

二と第三中学校が、令和９年度には、広幡小、六

郷小、塩井小学校が予定されております。統廃合

における登下校の交通手段について、現在の進捗、

今後の流れについて御教示ください。 

  小項目の４、７月より山形市さんのほうで公用

車カーシェアリング事業という事業を始めまし

た。取組としては、平日は公用車として使ってい

る車両を、休日の土曜日、日曜日及び連続する祝

日に、市民や観光客の方々にカーシェアリングと

して使用いただくという内容です。 

  公共交通は福祉の分野です。よって、ほかの分

野から財源を確保する必要があると考えます。山

形市公用車カーシェアリング事業のように、少し

でも財源の確保に結びつけるような事業はでき

ないものか。本市においても、このような取組が

できないものか、お伺いいたします。 

  そして、もう一つの大項目についてです。10月

にオープンする、くてもについてであります。 

  米沢市のような豪雪地帯において、冬場の遊び

場、子供たちが体を思い切り動かせる場所はとて

も大事です。近隣の自治体においても、立派な屋

内遊戯施設ができていますが、米沢市民の方々だ

けではなく、ほかの自治体の子育て世代にも来て

いただき、くてもで遊んでいただき、周辺の施設

などに立ち寄ることがあれば、しっかり地元にお

金を落としてもらう。本市の経済を回していくこ

とが大事ですし、ほかの自治体の屋内遊戯施設に

負けないよう、市内外の子育て世代に目いっぱい

活用いただきたい思いです。 

  そこで、質問いたします。 

  小項目１、くてもが目指すべき姿は。施設のコ

ンセプトや目標来場者数、目標を改めて御教示く

ださい。 

  小項目２、もくいくひろばとの連携について。

具体的な連携について、現時点で想定するものが

あれば御教示ください。 

  小項目３、本市で出産した場合の産後のサポー

トについて、現状としてどんなものがあるか御教

示ください。また、その中の一つに、出産医療機

関と連携した産後ケア事業というものがありま

す。訪問・通所型と宿泊型がございますが、この

産後ケア事業について詳しくお聞かせください。 

  そして、この訪問型の無償化が実施できないも

のか、お伺いいたします。 

  以上、演壇からの質問といたします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１の本市にお

ける今後の公共交通の在り方についてのうち、

（１）と（２）につきましてお答えいたします。 

  初めに、（１）郊外部から市街地へのアクセス

についてでありますが、公共交通機関としては、

路線バスと乗合タクシーがございます。市が運行

する郊外部の路線バスとしては、万世線があり、

市役所と米沢スキー場間を定時定路線で運行し

ております。山交バスの廃止代替路線として運行

しており、これまで米沢オフィス・アルカディア

への乗り入れや、冬期間には米沢駅から米沢工業

高校への直行便を増便するなど、ニーズに合わせ

て見直しを行ってきております。 

  小中高生の通学利用のほか、冬期間は米沢工業

高校生の利用が多く、近年の利用者数は横ばいで

推移しておりますが、観光客の利用増加などを狙

いとして、昨年度から新たに前田慶次のラッピン

グバスを１台運行しております。 

  山交バスが運行する路線バスにつきましては、

米沢駅と各郊外部を結ぶ路線となっており、南原

地区は白布温泉線、三沢・小野川地区は小野川線、

窪田地区は窪田線、上郷地区は上郷線が運行され

ております。いずれも定時定路線で運行しており

ますが、利用者は年々減少しており、市補助金の

増加が課題となっております。 

  乗合タクシーは、山上、田沢、広幡、六郷の４

地区で運行しております。各地区と主に市街地の
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町なかエリアとを結ぶデマンド型で、各地区のニ

ーズに合わせて運行本数やダイヤを設定し、予約

があった場合にのみ運行しております。 

  次に、（２）のデマンドタクシーの利用状況に

ついてお答えいたします。 

  令和４年度の実績は、山上地区の利用者数が

4,081人、１便当たりの平均乗車人数は1.72人、

田沢地区の利用者数が2,244人、平均乗車人数は

1.74人、広幡地区の利用者数が875人、平均乗車

人数は1.28人となっております。 

  本年４月から運行開始した六郷地区につきまし

ては、６月までの利用者数が92人、平均乗車人数

は1.26人となっております。 

  各地区の特徴として、山上地区におきましては、

関根から板谷まで広範囲であることから、関根方

面、大沢・大小屋方面、板谷方面の３方面に分け

て運行エリアと時刻を設定しております。このう

ち関根方面は、路線バスの廃止に伴って運行を始

めた経緯から、上下７便ずつで運行しております

が、大沢・大小屋方面と板谷方面は対象者が少な

いため便数を縮小して運行しております。 

  田沢地区も同様に、路線バスの廃止に伴って運

行を始めたため、上下６便ずつで運行しており、

第三中学校への通学にも利用していることから、

登下校の時間に合わせた時刻も設定しておりま

す。 

  広幡地区は、もともと鉄道以外の公共交通機関

がない地域で、先行地区の山上地区や田沢地区を

参考とした運行時刻となっているため、上下５便

で運行しておりますが、平均乗車人数が山上地区

や田沢地区に比べて低いという課題がございま

す。 

  六郷地区では、運行開始前に移動手段に困って

いる方を対象としたアンケート調査を実施し、そ

の方たちが利用しやすい曜日や時刻を設定し、今

年４月から実証運行を開始しましたが、平均乗車

人数が低い状況であり、利用向上に向けて地区と

協議を進めております。 

  乗合タクシーは、複数人で乗り合っていただく

ことで費用対効果が高まるものでありますので、

今後とも各地区と平均乗車人数の向上に向けた

協議を行い、持続可能な運行を目指していきたい

と考えております。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、１、本市における今

後の公共交通の在り方についてのうち、（３）小

中学校の統廃合後の交通手段についてお答えい

たします。 

  現在、米沢市立学校適正規模・適正配置等基本

計画に基づき取り組んでおります本市の小中学

校の再編統合においては、複数の小学校または中

学校が統合することにより、統合小学校、統合中

学校の通学区域が広範囲となるため、児童生徒の

安全な登下校を確保する観点から、スクールバス

の運行を念頭に検討を進めることとしています。 

  既に統合を完了しております南原中学校と第二

中学校、関根小学校と松川小学校、関小学校と南

原小学校、三沢東部小学校、三沢西部小学校と西

部小学校の統合においても、当初からスクールバ

スの運行の検討を行ってまいりました。 

  実際に、統合後の通学手段として、今申し上げ

ましたいずれの学校においても、マイクロバス車

両またはタクシー車両を利用したスクールバス

を運行しております。また、通学手段として利用

が可能な公共交通がある場合には、当該公共交通

の利用も組み合わせながら、適切な通学手段の確

保に努めております。 

  令和７年度に予定しております第五中学校と第

一中学校の統合に当たりましても、現在の第一中

学校の学校施設への通学を想定し、第一中学校の

統合後の通学区域について検証を行い、スクール

バスの運行範囲、遠距離通学の自転車利用範囲な

どについて、今後、設置予定の統合準備委員会に

おいて協議検討を進めていく予定としておりま
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す。 

  また、令和８年度開校予定の第四中学校と第六

中学校の統合中学校である（仮称）北中学校、第

二中学校と第三中学校の統合中学校である（仮

称）南西中学校、令和９年度開校予定の広幡小学

校、六郷小学校及び塩井小学校の統合小学校であ

る（仮称）統合小学校の小中学校においても、中

学校２校の通学区域が一つになり、また小学校３

校の通学区域が一つになることから、１年を通じ

て児童生徒が安全に通学できる手段を検討して

いくこととしております。 

  なお、通学方法の検討に当たりましては、スク

ールバスの運行も念頭に置きながら、統合中学校、

統合小学校ごとに設置を予定しております開校

準備委員会において、保護者、学校、地区と教育

委員会が一緒になって取り組んでいく予定です。 

  スクールバスの運行に当たりまして、近年公共

交通におけるバス・タクシー事業者等のドライバ

ー不足の状況を見ると、様々な課題があると認識

しているところですが、スクールバスの運行方法

について、事業者の方々の実情も確認しながら、

今後、安心な通学手段の確保を目指して準備して

まいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

  〔神保朋之総務部長登壇〕 

○神保朋之総務部長 私からは、１の本市における

今後の公共交通の在り方についてのうち、（４）

米沢市の公用車をカーシェアリングに使用でき

ないかについてお答えいたします。 

  本市では、上下水道部や市立病院などの企業会

計を除き190台の公用車を保有しております。山

形市をはじめ他市で導入されている公用車のカ

ーシェアリング事業は、民間事業者等の同名の事

業を利用したものであり、平日は民間事業者等か

らカーリースにより公用車として公務に使用し、

土日、休日は業者の管理の下に市民や観光客がそ

れを利用するもので、その料金は民間事業者の収

入となるもののようでございます。 

  なお、米沢市において一般の職員が使用する公

用車については、そのほとんどが買取りとなって

いるところでございます。 

  カーシェアリング事業の場合は、市が直接車両

の管理をする必要がないなどのメリットは見込

めますが、使用期間を例えばおおむね10年間とし

た場合に、経費的には買取りが有利なケースが多

いのではないかと計算してございます。 

  また、現在保有する公用車の民間への貸出しに

つきましては、非常時の公的利用の制限が伴うこ

とや、事故や故障等の責任区分、貸出し・戻入れ

の手続の構築などが必要なことから、現時点にお

いて公用車のカーシェアリング事業については、

考えてはいないところです。 

  ただ、議員のおっしゃるとおり、財源の確保に

ついては、それを考えていくことは必要なことと

思いますので、他の先進事例などを参考にしなが

ら研究してまいりたいと思っております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から、２、くてもを

活用した本市の子育て支援等について、お答えい

たします。 

  初めに、（１）くてもが目指すべき姿はについ

てですが、屋内遊戯施設くてもは、子どもたちが

伸び伸びと身体を動かすことができる施設、親子

などで交流できる施設を基本理念としており、子

供たちの健やかな成長を促し、多世代が相互に交

流を図れる施設をコンセプトにしております。天

候に左右されず、体を動かし、安心して楽しむ「遊

ぶ」、自主事業の親子講座を通した「学ぶ」、保

護者同士での交流や親子での交流を促進する「交

わる」をコンセプトの実現のためのキーワードと

しています。 

  隣接するすこやかセンターには、未就学児を対

象としたもくいくひろばがありますので、当初、



- 162 - 

くてもでは、主に３歳以上の幼児や小学生を対象

と考えておりましたが、きょうだいで利用がした

いとの要望もいただいたことから、０歳児の利用

も可能となるよう専用のブースを設けておりま

す。 

  このことから、小さなお子様から利用いただけ

る施設となり、家族みんなで楽しんでいただきた

いと考えております。また、ダイナミックな遊び

ができる大型遊具を配置しておりますので、体全

体で楽しんでいただければと考えています。 

  来場者数は、年間約９万2,400人を見込んでいま

す。入場制限などの対応を取ることも想定してい

ますが、できるだけ多くの方に利用いただけるよ

う、特に平日日中の利用促進のため、保育活動で

利用いただけるよう、保育所などの設置者に対し

て働きかけを行いたいと考えております。 

  次に、（２）もくいくひろばとの連携について

お答えいたします。 

  令和元年10月にオープンしたもくいくひろばは、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も

あり、休止や入場者の制限を行うなどの対応を行

ったことから、一時期、入場者数は減少しました

が、開所から７月末現在の累計で利用者は約６万

人となりました。 

  また、今年度は、新型コロナウイルス感染症が

５類に移行したこともあり、８月の利用において

はお待ちいただくこともあり、徐々にではありま

すが入場者数が伸びている状況です。 

  また、健康課の保健師、栄養士などがお子さん

と遊びながら体重測定や健康相談に応じる、もく

いくひろば健康相談も月２回実施しており、この

ほか令和４年度から実施している積み木を使っ

た親子で楽しむワークショップについても、今年

度も開催を予定しているところです。 

  ほかに、新型コロナウイルス感染症拡大のため

実施を見送っていました市内ボランティア団体

の協力による絵本の読み聞かせについても、再開

に向けての準備を進めていきたいと考えており

ます。 

  屋内遊戯施設くてもとの連携については、指定

管理者が同じ事業者であることを生かし、イベン

トやワークショップの開催などの情報発信や事

業の企画などについて、両施設で連携して行って

いきたいと考えております。 

  お子さんが元気に楽しく遊び、子育て世代の負

担軽減や交流促進、施設の利用促進につながるよ

う取り組んでいきたいと考えております。 

  また、もくいくひろばの利用については、予約

不要で利用が可能であることから、好きな時間に

来館いただき、親子で楽しんでいただけますので、

今後とも気軽に御利用いただきたいと考えてお

ります。 

  続いて、（３）産後ケアの無償化についてお答

えいたします。 

  初めに、産後のサポート事業についてですが、

本市では、産後１年以内の母子のために実施する

事業としては、赤ちゃん訪問事業、子育て応援ギ

フトの配付事業、生後６か月までの親子が参加し、

助産師や栄養士にも相談ができる親子ひろば、こ

のほか４か月児健診、７か月児健康教室、遊びに

来たときに気軽な相談もできる、もくいくひろば

健康相談事業などがあります。 

  また、電話や来所での育児相談に応じるほか、

継続的な支援が必要な家庭への訪問事業も随時

行っております。 

  産後ケア事業については、母親の身体的回復と

心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセ

ルフケア能力を育み、母子の愛着形成を促し、母

子とその家族が健やかな育児ができるよう支援

することを目的とした事業です。 

  支援の方法としては、短期入所型、居宅訪問型、

通所型の３種類があり、本市では短期入所型を令

和３年度から、居宅訪問型を令和４年度から、通

所型は今年度から開始いたしました。それぞれ市

内３つの産科医療機関や３名の助産師などに事

業を委託しております。 
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  利用できる方は、短期入所型は生後３か月まで

のお子さんとお母さん、居宅訪問型と通所型は生

後１年未満のお子さんとお母さんで、産後の支援

者不足や、授乳や育児の不安がある人となってお

ります。 

  なお、発熱などの症状がないなど医療行為が必

要でない方などの条件もありますので、事前の申

込みと確認が必要となっています。 

  また、利用できる回数・日数は、短期入所型は

１泊２日から最大６泊７日まで、居宅訪問型と通

所型はそれぞれ１回までとなっております。 

  利用の際の自己負担額は、短期入所型では、１

泊２日で5,500円、１泊増すごとに2,750円が追加

されます。居宅訪問型と通所型は、各1,000円の

自己負担となります。 

  低所得世帯の方の自己負担分の軽減措置として、

市民税非課税世帯の場合は半額に、生活保護世帯

の場合は無料としております。 

  事業の周知は、市ホームページやよねざわ子育

てハンドブックに掲載しているほか、妊娠届出時

や産科医療機関でのチラシ配布と説明を行うほ

か、赤ちゃん訪問時に出産後の各種資料と併せ当

該事業の紹介をしているところです。 

  令和５年８月25日までの利用実績については、

令和３年度開始の短期入所型で延べ15件で利用

日数は延べ42日、令和４年度開始の居宅訪問型は

延べ12件、今年度開始の通所型は６件となってい

ます。 

  産後ケア利用後に実施したアンケートの満足度

は、回答がなかった１件を除き、ほかは全て「と

ても満足」や「おおむね満足」との回答をいただ

いております。 

  今後とも、産後ケア事業について、必要とする

母子が必要なときに利用できるよう事業の周知

と委託先の拡充に努めていきたいと考えており

ます。 

  産後ケア事業の無償化に関してですが、産後ケ

ア事業は国庫補助事業であり、事業内容に利用料

を徴収するよう定められております。 

  産後ケア事業利用後のアンケートでは、料金に

ついては、ほとんどが「妥当」または「安い」と

回答いただいており、納得いただける金額と考え

ております。 

  また、低所得の御家庭には自己負担軽減の対応

も行っておりますので、現在のところ無償化は考

えていないところです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） まず、御答弁ありがとう

ございます。順次質問させていただきます。 

  まず、公共交通についてです。 

  令和４年度実績のある山上地区、田沢地区、広

幡地区において、まず実績を踏まえて今年度に改

善した点などはございますでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 山上地区では、板谷集落

の方から要望がありまして、ちょうど今月から、

板谷方面を上下４便から５便に１便増便する対

応を行っております。 

  田沢地区と広幡地区につきましては、今年度変

更はございません。 

  以上です。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  ３か月経過した六郷地区の実績について先ほど

ありましたけれども、延べ人数92人、乗合率は

1.26人という数字でした。こちらの数字について、

何か現状で分析している内容があればお教えく

ださい。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 六郷地区につきましては、

利用者数が４月が26人、５月が22人、６月が44人

ということで、若干６月になって増えた状況がご

ざいます。ただ、１台当たりの平均乗車人数が、

先ほど申し上げましたとおり1.26人ということ

で、まだ低い状況なのかなと思っております。 
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  地区との打合せなんかもしておりまして、週３

日のダイヤ設定では使いづらいという声なんか

もいただいておりますので、地区の方と今後の運

行方法の協議を今進めているところでございま

す。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 公共交通について、１台

当たりたくさん乗っていただくことがやはり大

事だとは思うのですけれども、私の住む南原地区

においても、ただいま公共交通について議論を進

めています。去年から検討しておったということ

で委員会内で聞いておりますけれども、実はその

地域内で意思疎通が取れていなかったところが

あると私自身感じているところです。 

  何かというと、要は南原の公共交通再編につい

て初めて聞いたという方もいらっしゃって、７月

に公共交通についてのアンケートを、また全戸数

初めからやり直すということがありました。 

  何か変える場合というのは、必ず市民の方の合

意形成が必要になってくると思います。もちろん

その地域内の、例えば地区委員の方々の役割もあ

ると思いますし、地区が主体となって今回のよう

な公共交通の議論を深めて実施まで持っていく

ことが理想だと思っています。 

  今後の公共交通については、ほかの地区に展開

する可能性が高いと思いますので、この市民の

方々との合意形成の取り方、あとはダイヤですと

か改善の方法について、本市として生かすものが

あればお考えをお聞かせください。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 乗合タクシーにつきまし

ては、地域の方に使っていただく公共交通であり

ますので、一緒に考えるということが大事かと思

っております。 

  南原地区の経過を少し述べますと、路線バスの

見直しと併せて乗合タクシーの導入を図る方針

で地区との協議を進めておりました。 

  ただ、路線バスと乗合タクシーの選択に当たっ

て、地区の中で意見がまとまりにくい状況だった

ということから、それぞれのメリット、デメリッ

トを整理して地区民の方にお示しして、再度、地

区の中で検討いただいたということで、乗合タク

シーを導入する方針でまとまったということで

聞いております。 

  今後、各地区と協議を進める際には、やはり複

数の交通手段が考えられる場合もありますので、

そういったときにはそれぞれメリット、デメリッ

トをしっかり整理してお示しして、それぞれの地

域に合った手段を選択していただけるよう取り

組んでいきたいと考えております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  市民の方から見れば、市役所の方がいろいろ動

いていただいて、メリット、デメリットをお教え

いただくということはもちろんあるのですけれ

ども、情報弱者といいますか、届かない方もいら

っしゃる中で、どうしてもコミセンに来ていただ

いて説明するというだけが合意形成の取り方で

はないと思っています。 

  なので、今後公共交通だけではなくて、ほかの

例えば学校の統廃合もそうですし、再生可能エネ

ルギーなんかも市民の方々との丁寧な合意形成

というのが必ず必要になってくると思います。な

ので、引き続き当局の皆様には、部署の垣根を越

えて、コンセンサスの取り方、丁寧な合意形成の

取り方について情報共有を、私のほうからは希望

したいところであります。 

  少し話は変わりますけれども、南原の市長を囲

む座談会でも、お隣の福島県伊達市の例が参考に

なるということで市民の方から話がありました。 

  こういったところで例が出たわけですけれども、

本市の参考になるような視点とかがあればお教

えいただけますでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 伊達市の件、市長を囲む

座談会でお話があったということで聞いており
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ます。 

  伊達市ですけれども、市内全域で乗合タクシー

を運行しておりまして、便数も多く、また安価で

使えるようなところもあるようであります。また、

同じ地区内で路線バスも運行しておりまして、利

便性の高い公共交通網を形成しているところが

特徴かと思っております。 

  ただ、それに合わせて市の財政負担も相当多額

だとも聞いておりますので、本市において同じよ

うな取組をできるかというとなかなか難しい面

もあるのかとは思っておりますけれども、今後ほ

かの自治体の先進事例なんかも含めて、しっかり

研究をして、できるものは取り入れていきたいと

考えております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  先ほども、演壇でもお話をしましたけれども、

やはり公共交通は福祉という部分になるので、財

源の確保とのバランスが必ず必要になってくる

のだと思っています。 

  その部分では、今後の学校の統廃合の部分で、

いわゆる年齢問わず使えるデマンドタクシーを

通学手段として日常的に考えるということは、今

後あるのかどうか。スクールバスとデマンドタク

シーを費用対効果で考えたときに、どちらかが限

界点が来て、こちらのほうがいいという判断をす

る場面が出てくるのかと思いますけれども、その

点について企画調整部と意見交換などしている

のであれば、現時点でのお考えをお聞かせくださ

い。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 今後進めてまいります再

編統合につきましては、統合小学校、統合中学校

への通学方法の在り方というところ、子供たちが

住んでいる場所、あるいは人数などを把握した上

で、毎年のように見直しを行いながら、できるだ

け安全と安心を確保していくという方向になり

ます。 

  本市のデマンドタクシーの利用につきましては、

公共交通として非常に重要な役割を担っており、

市民の大切な移動手段としての活用がなされて

いるということにつきましては、教育委員会とし

ても承知しているところです。これまでも、子供

たちの利用に関しては、情報を共有して、御相談

などもさせていただいておりました。 

  今御質問いただいております、これから統合す

る小中学校の通学手段としての利用についてで

すけれども、現時点においては所管課である地域

振興課との具体的な調整については、まだ行って

いないところです。今後、開催を予定しておりま

す統合・開校に向けた準備委員会におきまして、

保護者の方々、教職員の皆さんと共に、子供たち

の通学の在り方についてスクールバスの運行も

念頭に置きながら、幅広い検討をしていくことと

しております。 

  その際に、公共交通であるデマンドタクシーが、

当該統合中学校、あるいは統合小学校において、

通学利用に適しているというところについても

検証してまいりたいと思っております。 

  なお、一般的に公共交通としてデマンドタクシ

ーを利用した場合は予約方式となっておりまし

て、予約される方が日々変わることによって、運

行経路が多少変わってくるということが予想さ

れます。このことによりまして、乗った時点で学

校到着までの所要時間というのを見込むことが

少し難しいところも感じております。場合によっ

ては、いつもの時間に到着しない状況が生じる可

能性というのも想定されます。 

  また、使用する車両についても、セダンタイプ、

あるいはジャンボタクシーという車両を使用す

ることになるかと思いますけれども、一度に乗車

できる人数というのが比較的少人数になるとい

うことも考えていくときに、通学手段として見て

いった場合、一定の課題もあるとも捉えておると

ころです。 

  なお、子供たちの居住状況に応じて利用に適し
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た場面というのもあるかと思いますので、デマン

ドタクシーの有用性につきましては、今後通学方

法を検討する際には併せて研究をさせていただ

きたいと思っております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  イメージしているのは、ごちゃ交ぜの感覚なの

です。特に、遠距離、学校から遠い子に関しては、

お年寄りとか学生関係なくデマンドタクシーを

使うのがいいのかなとは思うところです。なので、

財源のバランスを見ながら、デマンドタクシー、

本当に適材適所で使っていくことが必要かなと

改めて感じるところです。 

  続いて、公用車のシェアリング事業についてで

す。 

  御答弁いただきましたけれども、何が言いたか

ったかというと、眠っている資源を生かすという

民間的な視点が必要なのかなと考えているわけ

ですけれども、本市における資産で何か生かせる

ものはないでしょうか。生かせそうなものがない

か、お考えをお聞かせください。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 本市におきましては、行政目

的を持たない、いわゆる普通財産に区分されてい

る土地につきましては、様々な場面で売却ですと

か、有償貸付けなどによる財源の確保は進めてい

るところでございます。 

  ただ、その他につきましては、貸し館業務以外

の財産のシェア、貸付け等による財源確保という

のは、今のところ行っていない状況でございます。 

  市民等に有償で貸付けなどを行うためには、常

に良好な状態で使用できるように管理、保全する

必要がありまして、そのための体制や費用と、見

込まれる収入等を総合的に検討して判断する必

要があるとは考えてございます。 

  ただ、壇上でも申し上げましたけれども、本市

におきましてもそういった新たな財源の確保は

必要不可欠と考えておりますので、先ほど申し上

げましたが、様々な事例があると聞いてございま

す。公用車などと同様に、他市の状況等を注視し

て、考え検討してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  資産という意味では、物や土地だけではなくて、

当局の職員の方々も資産だと思います。さきの６

月定例会の一般質問でもお伝えしましたけれど

も、副業制度、これも当局の資産を生かす側面が

あると思いますので、御検討いただければ幸いで

す。 

  続いて、くてもについてです。 

  くてもで、イベント、ワークショップという話

がありましたけれども、具体的にどういったもの

ということを想定しているものがあれば御教示

ください。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 イベントにつきまして

は、例えば周年祭や子供縁日のような親子で訪れ

て楽しめるものを考えております。年に２回程度

を予定しておりますが、今年度は休日や長期休暇

中は通常の利用で混み合うことが予想されるた

め、実施については次年度以降を予定していると

ころです。 

  ワークショップや体験講座については、10月、

11月は親子で行うヨガやダンスなどの事業を予

定しています。利用者に楽しんでもらうとともに、

親子の交流の場や保護者同士の交流の機会を提

供し、利用者の満足度を高めることを目指してま

いります。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） そういったイベントやワ

ークショップというのは、予約がアプリから可能

ということですか。そのアプリを利用してできる

ことは、ほかに何かありますでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 今回、ＬＩＮＥからの

予約ができるということで御説明をさせていた



- 167 - 

だいております。 

  くてもの予約については、アクティー米沢のホ

ームページ、電話、市の公式ＬＩＮＥより行うこ

とができるようにしておるところです。 

  それ以外にということになりますけれども、今

回、情報共有をするという観点から、情報発信に

つきましては、くてもだけではなく、もくいくひ

ろばの情報も併せて発信したいと考えておりま

す。 

  このほかに、子育て支援事業など発信できるも

のがあれば、随時ＬＩＮＥや、あと専用の子育て

アプリなども活用して情報を発信していきたい

と考えているところです。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） いろんな方に来ていただ

くためには、情報発信というのはすごく大事だと

思います。今の子育て世代は携帯で見ることが多

いので、もくいくひろばは現状ですと何かイベン

トしているのを見るためには現場に行かないと

何をやっているか見られない、イベントが分から

ないので、その辺アプリで見られるというのはす

ごく助かるかと思います。 

  続いて、産後に関するサポートについて様々あ

るということでお教えいただきました。 

  一つ、産後ケア事業については条件があるとい

うことで、その中の運用ですが、市民の方に御負

担いただく金額があったわけですけれども、実際

に３種類、市のほうでは幾らぐらい負担されてい

るのでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 産後ケア事業について

は、先ほど申し上げました医療機関や助産師など

に委託を行っております。 

  短期入所型については、１泊２日で５万5,000

円の経費がかかっております。１泊追加は２万

7,500円となっております。 

  居宅訪問型は、１回につき5,500円、通所型につ

いては１回につき5,000円の委託料となっており

ます。 

  ただ、このうち自己負担分については、お支払

いをいただきますので、当初予算の委託料につい

ては79万4,000円を計上しており、自己負担額７

万5000円を見込んでおりますので、総額は約86万

9,000円での事業になります。 

  全体の費用のうち、約90％が市の負担として実

施している事業になっております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） トータルで80万円ぐらい

ということです。100万円以下であれば、自主財

源でもできないですか。全く条件を気にしなくて

いいといいますか、完全に自主財源でやっている

もの、先ほど幾つかいただきましたけれども、そ

の中でもあるかと思いますので、もう一度教えて

ください。 

  今度、子供の話のほうになるのですけれども、

定期健診、４か月児から３歳児の健診は無償です

が、こちらも市のほうで実は幾らぐらい負担して

いるというのがあれば御教示ください。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 本市で実施している母

子保健に関する事業の多くは、フッ素塗布代や親

子講座の調理実習の材料費などについては実費

負担をいただいているところですが、ほとんどが

一般財源で実施している事業になっております。 

  健診関係で申し上げますと、令和５年度の予算

額で、妊娠中の妊婦健診検査が4,093万9,000円、

４か月児健診が１人当たり約6,500円で、全体で

は297万6,000円。１歳８か月児健診は１人当たり

約5,000円で、全体では209万5,000円。３歳児健

診は１人当たり約6,000円となっており、全体で

は272万3,000円となっているところです。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。

いろいろ市のほうで負担いただいているという

こと、ありがとうございます。 

  一つ、希望としては、子供だけではなくて、産
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後ケアについても、いろいろ今条件の中で自主財

源でやっているところはありますけれども、産後

ケア事業についても今年度から始まった部分も

ありますが、無償化できるところはしていただき

たいということを考えるわけです。何でかという

と、子供についての支援は無償化している自治体

が多いですけれども、お母さんについての産後ケ

アについて、ほかの自治体でやっているところは

少ないと考えます。本市独自でやるからこそ目立

つ。本市の子育て世代だけではなくて、先ほどく

てもに来ていただく移住者の方、ほかの自治体の

方もそうですけれども、移住を検討中の子育て世

代にも響くわけです。お母さんは、お金がかかる

のだったら自分のことだしやりませんという選

択をする方が多いわけですけれども、だからこそ

ケアが必要なのでは、財源を確保してやっていく

意味があるのではと考えるところであります。 

  当局の皆様の丁寧な御答弁ありがとうございま

した。 

  最後に、市長にお伺いいたします。少し気が早

いと言われそうですけれども、８年の任期を終え

て今年御勇退なされますが、本市のくても開設に

伴う子育て支援の在り方、あと次期市長に期待す

るものがあれば、そして引き続きの課題はたくさ

んあると思いますけれども、御教示いただきたく

お願い申し上げます。 

○相田克平議長 中川市長。 

○中川 勝市長 正直申し上げまして、子育て支援

の在り方については、これは終わりのないもので

あると思っております。 

  そして、子育て支援につきましては、流れとし

て大きく２つあると思っております。一つは、親、

保護者に対する負担軽減、もう一つは子供たちが

伸び伸びと健やかに育つ環境づくり、この２つに

大きく分けることができるのかなと思っており

ます。 

  そういったことを考えた場合に、就任してから、

18歳までの医療費を助成してまいりましたし、ま

た第３子保育料無償化ということにも取り組ん

できたのは、これは基本的には親への負担軽減、

そして先ほど来お話ありますように、もくいくひ

ろばとか、このたびのくてもにつきましては、子

供たちが本当に健やかに伸び伸びと育つ環境づ

くりの一環だと思っております。 

  くても、この名前が決まる前は屋内遊戯施設と

いうことで事業を進めてまいりましたけれども、

そのときも質問がございましたときには、これで

終わったものではないのだということは申し上

げてきたつもりであります。 

  今後、こういった施設がどのような形で、もっ

と複数整備されていくのかということについて

は、米沢市の特性を生かした、こういった子育て

支援施設、環境づくりというものは、重要な課題

であると思っておるところであります。 

  まず、くてもの一帯は公園的なものになってお

りますし、私は以前から、議員からの御質問も以

前あったわけでありますけれども、やはり屋外も

利用して、屋内・屋外一体的に体を動かすことが

できるエリアとしてまだまだ整備できるのでは

ないかと思っておるところであります。 

  また、あの場所に複数こういった施設を造る場

合でも、これからの米沢の自然も活用した、そう

いった屋内遊戯施設の在り方も検討すべきであ

ろうと思っております。 

  いずれにしましても、先ほど冒頭申し上げまし

たように、子育て支援というのは終わりがあるも

のではないと思っておりますので、そのときその

ときの対応、あるいはもちろん財政との兼ね合い

もありますけれども、やはりこれは今国でも言っ

ておりますように、子供ど真ん中という政策が中

心になっておりますので、そういった方向性は、

米沢市もこの後どういう方がトップになろうと

も、これは変わりがあるものではないと思ってお

りますので、議会の皆様からの叱咤激励もいただ

ければ大変ありがたいと、このように思っておる

ところであります。ありがとうございます。 
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○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 市長ありがとうございま

す。 

  子育て支援について終わりはないということで、

改めて私も同意見です。 

  くてもが10月からオープンするわけですけれど

も、箱ができてからではなくて、これから盛り上

げていく責任も我々自身あると思います。 

  先ほど公共交通の話でもありましたが、何か話

を進めていくためには合意形成をしっかり取り

ながら、コンセンサスをしっかり取りながらとい

うところが必ず必要になってきます。そのために

は、手数が最初はかかると思いますけれども、引

き続き当局の皆様に御尽力いただきながら、私自

身も地域の皆様に寄り添いながら、よくしていき

たい思いです。 

  以上になります。 

○相田克平議長 以上で３番髙橋千夏議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０５分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、雪の産業化の促進について、23番齋藤千

惠子議員。 

  〔２３番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○２３番（齋藤千惠子議員） 皆様、こんにちは。

一新会の齋藤千惠子です。 

  本日はお忙しい中、またお暑い中に傍聴にお越

しくださいまして、誠にありがとうございました。

心から感謝申し上げます。 

  それでは、早速質問に入ります。 

  今回は、雪の産業化の促進について質問いたし

ます。 

  近年、全国各地で線状降水帯や局地的大雨など、

今までの想定をはるかに超えた大規模な自然災

害は地球温暖化の影響が一因であるとされてい

ます。 

  その原因として、温室効果ガスの増加が考えら

れ、その対策としては６種類ある温室効果ガスの

中で、特に二酸化炭素の排出量削減が最も重要で

す。さらに、自然エネルギーや再生可能エネルギ

ー利用により、温室効果ガスの排出抑制が最適な

対応策と言われています。 

  本市においては、令和２年10月８日に米沢市ゼ

ロカーボンシティ宣言をいたしました。2050年ま

でに二酸化炭素排出実質ゼロを目指し、実現に向

けた取組を進めています。 

  また、ＳＤＧｓ持続可能な開発目標、17の目標

のうち７番目「エネルギーをみんなに、そしてク

リーンに」を目指し、様々な取組を行っています。 

  一方、特別豪雪地帯である本市は、年間累積降

雪量は10メートルに達することがあるほか、市街

地でも最高積雪深が約１メートルに達するほど

の降雪量があります。 

  こうした雪国の暮らしの中で、これまで雪は生

活の自由を奪ったり厄介だというマイナスのイ

メージで捉えられてきました。実際、雪下ろし、

毎朝の雪片づけ、道つけなどの除雪作業は年を重

ねるごとにつらく、車の運転にも支障を来す生活

の邪魔者と思う方が多いと思います。 

  そこで、避けて通れない雪を、ゼロカーボンシ

ティ実現のためにも、江戸時代から続く雪国の知

恵、雪室を応用し、農作物など食品の貯蔵や住宅

などの建物の冷房として利用したり、観光など地

域おこしの材料として利用する、いわゆる利雪・

親雪を提案するものです。 

  小項目１つ目、新エネルギーとしての雪資源に

ついてお伺いいたします。 

  新エネルギー法では、石油代替エネルギーであ

る新エネルギーの利用などを円滑に進める必要
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があるとされ、バイオマスなどと並び雪氷熱エネ

ルギーが新エネルギーとして位置づけられ、雪氷

熱エネルギー利用に対する期待が高まっていま

す。 

  雪氷熱、聞いてくださっている方には分かりに

くいと思いますが、雪と氷と熱で雪氷熱です。 

  その雪氷熱エネルギーの利用は、冬季に降り積

もった雪や冷たい外気によって凍結した氷など

を冷熱源として夏季まで保存し、その冷気や解け

てできた冷水を農作物の冷蔵や部屋などの冷房

に利用するものです。 

  本市の場合、一番大きい雪氷熱資源は、道路な

どの除雪で出た大量の雪です。本市の場合のみな

らず、多くの雪国では、これらの雪は河川敷など

の雪捨て場に運ばれ、積み上げられています。そ

の雪を夏まで貯蔵することが一つの方法です。札

幌駅周辺では、この方法で2,000立方メートルの

雪を貯蔵し、冷熱を地域供給しているそうです。 

  本市の場合の冬季の排雪量をお知らせください。 

  また、雪捨て場の計画容量は幾らですか。 

  さらに、改めてお尋ねいたしますが、この５年

間平均の除排雪の経費をお知らせください。 

  今まで、除排雪や融雪等で莫大な費用がかかっ

ていた雪を積極的に利用することで、雪のデメリ

ットをメリットに変えることも可能になるので

はないかと思います。雪氷熱エネルギーは、省エ

ネ効果や二酸化炭素排出抑制効果などの環境付

加を持つエネルギーです。省エネ効果のおおよそ

の目安を試算としてお知らせください。 

  数字を示していただくのは、施設の建設や維持

には多大な費用がかかるため、雪氷熱エネルギー

の利用に係る費用と節約できるエネルギーを比

較検討すべきと考えるからです。雪冷房を導入し

てエアコンを使用しない場合と、雪室を導入し冷

蔵庫を使用しない場合の両方の試算をお知らせ

ください。 

  年間消費電力の削減量、節約電気料金額、原油

節約量、そして二酸化炭素削減量をお尋ねいたし

ます。 

  小項目２つ目、再生可能エネルギーとしての雪

氷熱エネルギー活用促進についてお尋ねいたし

ます。 

  現在、全国で雪氷熱エネルギーを利用している

施設の数と施設の用途をお知らせください。また、

利用方法についてもお知らせください。 

  県内の導入施設のうち、以前議会で視察した東

北再生可能エネルギー利活用大賞を受賞した川

西町フレンドリープラザでは、貯雪量が963トン

と大きく、電力使用量を大幅に削減したほか、小

中学生への環境教育の場や、雪室として農作物の

貯蔵に活用するなど、産業振興につながる取組を

実施しておりました。 

  また、同じく視察した飯豊町いいで雪室研究所

では、貯雪量が138トンで、農作物や特産物など

を貯蔵し、その外観は飯豊産木材を使った木造で、

自然景観とも調和しておりました。 

  県内の導入状況は、19施設です。その中には、

村山市の山形県立村山産業高等学校や、高畠町立

糠野目小学校での導入もあります。 

  そこで、お尋ねいたします。 

  国や県の再生可能エネルギー熱利用施設に対す

る補助メニューもある中、本市として再生可能エ

ネルギーの中の雪氷熱エネルギーの利用・取組の

位置づけに関する認識をお知らせください。 

  また、公共施設、特に学校への導入についても

お考えをお尋ねいたします。 

  ゼロカーボンシティに近づけるためには、大量

の雪を利用しないのはもったいないです。雪を地

域資源と捉え、その利用に真剣に取り組む時期に

来ていると考えますが、本市のお考えをお尋ねい

たします。 

  小項目３つ目、雪室による食品の新しい高付加

価値化についてお伺いいたします。 

  雪氷熱エネルギー利用施設には、物を冷やすこ

とで価値を生み出す雪冷蔵・雪室と、空気を冷や

すことで価値を生み出す雪冷房の２つのタイプ
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がありますが、天然の冷蔵庫である雪室の貯蔵効

果をどう把握していますか、お知らせください。 

  今回、私が着目したのは、従来の雪室貯蔵の効

果に加え、機能性に着目しました。食品の３次機

能である機能性の変化が明らかになれば、高齢者

用食品や健康食品などの高付加価値化が図られ

るからです。この機能性に着目した食品の雪利用

による高付加価値化が広がることによる、雪室の

可能性、有用性をどのようにお考えでいらっしゃ

いますか、お考えをお示しください。 

  次に、小項目４つ目、南魚沼市における雪氷熱

エネルギーの利活用事例についてお尋ねいたし

ます。 

  南魚沼市は、累積降雪量が10メートルを超える

ことは珍しくないほど、人が住む地域としては世

界有数の豪雪地帯です。その豪雪地帯には、国内

で最も多くの12もの雪室があり、雪の産業化とい

う意味では有数の先進地であると認識していま

す。 

  地域の特産品が貯蔵され、特に熟成効果として

支持され、雪室貯蔵・雪室熟成のブランド化が確

立しつつあるようです。 

  今回、私が南魚沼市に着目したのは、スノーフ

ードバレーです。現在、魚沼エリアは、関東・北

陸地方の出入口として交通の要衝化が大きく進

んでいますが、将来的には雪室倉庫地帯を広げ、

雪国でしかできないエネルギー政策を実施し、単

なる物流拠点にとどまらない雪の産業化に取り

組んでいる点です。 

  雪の産業化に取り組み、持続可能なまちづくり

に取り組んでいる南魚沼市。本市にとって、同じ

豪雪地帯として大いに参考になると思いますが、

こうした取組についてどのようにお考えなのか、

お伺いいたします。 

  最後に、小項目５つ目、雪の産業化に向けた本

市の今後の取組についてお伺いいたします。 

  令和２年に制定された山形県雪対策アクション

プランの中で、雪氷熱の活用に向けた研究の促進

として、事業者や市町村が行う雪氷熱利活用に向

けた研究を支援すると取組をプラン化していま

す。 

  本市においても、米沢市雪対策総合計画で、親

雪・利雪・学雪の推進として、雪氷熱エネルギー

の調査研究の推進と計画が上がっています。そこ

で、具体的な政策をお尋ねいたします。また、実

施に当たっての課題をどう把握なさっているの

かもお知らせください。 

  飯豊町中津川地区では、住んでいる方にとって

は多大な苦労を伴う厄介者でしかなかった雪を

貯蔵し、真夏の雪まつりを30年来開催しています。

米沢よりはるかに多い超豪雪地帯です。この例は、

雪を逆手に取って観光客を集めている好事例で

あると思います。本市でも大いに参考になる取組

であると思いますが、いかがでしょうか、お考え

をお示しください。 

  歴史的に見ると、昭和の前半には、多過ぎる雪

をどのようにして克服するかという克雪が雪国

の最大のテーマだったものが、昭和の後半には雪

を娯楽的に活用できないかという観点から、ウイ

ンタースポーツの普及など雪を生活の中で利用

する利雪がテーマとなり、さらに平成の時代にな

ると雪をポジティブに捉え、地域の産業にどのよ

うに活用するかという親雪の発想が生まれまし

た。こうして、雪への取組は時代を経て、親雪ま

で来ました。 

  雪は、集めてためるとエネルギーです。地産の

エネルギー、雪の活用は、循環型社会への移行に

とって大事な大きな切り札になるはずです。 

  雪氷熱エネルギーの導入効果の期待度や可能性

について種々申し上げましたが、環境政策の推進

を目指す本市にとっての雪という地域特性を生

かした雪氷熱エネルギーの取組について、ぜひ市

長のお考えをお伺いいたしたいと思います。 

  本市も、雪の産業化に前向きに取り組み、雪を

産業資源として活用することができれば、将来的

には雇用の創出を促し、人口減少に歯止めをかけ、
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人口の流入や定住につながる可能性さえあると

考えますが、いかがでしょうか。 

  寒くてつらく、暗いという雪国のマイナスイメ

ージから、環境に優しい天からの授かりものであ

る雪という天然資源の豊富な地域というプラス

イメージに変えることができるのではないかと

考えますが、どのようにお考えでしょうか。 

  本市の方向性をお伺いし、壇上からの質問とさ

せていただきます。 

○相田克平議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 齋藤議員の御質問にお答えいたし

ます。 

  私からは、御質問のありました雪の産業化の促

進について、全般的な考え方を述べさせていただ

きまして、そのほかにつきましては担当部長より

答弁をいたします。 

  現在、本市では、地球温暖化対策の取組を着実

に推進していくため、令和２年度に行ったゼロカ

ーボンシティ宣言の具現化に向けて、計画策定や

国からのモデル地区選定、補助金活用などの準備

作業を進めております。 

  中でも、再生可能エネルギーの取組につきまし

ては、本市の豊かな地域資源を生かした様々な再

生可能エネルギーを組み合わせていくことを検

討しております。 

  雪氷熱エネルギーの活用につきましても、豪雪

地帯である本市としまして、とかく厄介者と考え

がちな雪を逆転の発想でうまく活用していくこ

とが重要であると認識しておるところでありま

す。 

  既に、近隣の自治体を含む多くの豪雪地帯にお

いては、雪というハンディキャップを逆手に取り、

地域の特性を生かした様々な取組が実践され、エ

ネルギーとしてだけではなく、地域や産業の活性

化、教育や文化の伝承などにも結びついた成功事

例が生まれていますが、一方で導入コストや事業

採算性、地域特性、技術力などの課題も多く、な

かなか広がりや進展が見られないとの現状を話

として伺っておるところでもございます。 

  本市としましても、雪の利活用としては、雪菜

や寒中野菜などの利用のほか、過去には日本酒を

簡易的に雪で覆い春先に出荷した事例などがあ

りますが、エネルギーとしての活用や、それ以外

にはまだまだ取り組まれていないというのが現

状であると認識しておりますので、改めて市民の

皆様や地元の大学、民間企業、関係機関・団体の

皆様のお知恵や協力を仰ぎながら、豪雪地帯であ

る本市の地域特性を生かして何ができるのかを

検討し、本市の雪対策の羅針盤となります米沢市

雪対策総合計画に位置づけをしながら、ＳＤＧｓ

やゼロカーボンの取組などと連携して取り組ん

でいく必要があると考えております。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

  〔佐藤明彦市民環境部長登壇〕 

○佐藤明彦市民環境部長 私からは、雪の産業化の

促進についてのうち、小項目３以外の４項目につ

いてお答えさせていただきます。 

  初めに、（１）新エネルギーとしての雪資源に

ついてですが、雪冷房及び雪室を活用した場合の

省エネ効果につきましては、やまがたゆきみらい

推進機構と山形県村山総合支庁が発行した雪氷

熱エネルギー活用事例集の中から、雪氷熱エネル

ギー活用による省エネ削減量の効果を試算した

データを御紹介させていただきます。 

  雪冷房を導入し、エアコンを使用しない場合、

エアコン１台に相当する年間の消費電力節減量

は184キロワットアワーで、電気料金4,968円、原

油量46.37リットル、二酸化炭素102.3キログラム

の削減となります。また、雪室を導入し、冷蔵庫

を使用しない場合では、冷蔵庫１台に相当する年

間消費電力削減量は345キロワットアワー、電気

料金9,315円、原油量86.94リットル、二酸化炭素

191.8キログラムの削減になると試算をしており

ます。 

  これはあくまでエアコンまたは冷蔵庫の１台当
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たりに相当する削減効果となりますので、雪冷房

または雪室での効果を考える場合には、施設面積

に乗じた削減効果になるものでございます。 

  次に、（２）再生可能エネルギーとしての雪氷

熱エネルギーの活用促進についてですが、本市に

おきましては、現在のところ公共施設において雪

氷熱エネルギーを活用した事例はございません

が、置賜地域では、御紹介のありました川西町の

フレンドリープラザの空調システム、飯豊町雪室

低温貯蔵施設の利活用の事例がございます。また、

高畠町立糠野目小学校では、平成15年度に学校図

書館の冷房設備として雪冷房システムが整備さ

れ、平成26年度に開校しました山形県立村山産業

高等学校では、雪室とともに、雪室からの冷気を

使用した食品加工室の雪冷房システムが整備、導

入されております。 

  全国的には、資源エネルギー庁の平成30年度の

データになりますが、雪氷熱エネルギー利用施設

の整備数の累計は182施設で、その施設の用途と

いたしましては、農産物・加工品等の貯蔵として

の利用が119施設、65.4％、建物冷房としての利

用が55施設、30.2％、その他８施設、4.4％とな

っております。 

  また、都道府県別の導入状況は、多い順に北海

道、新潟、山形の順となっており、いわゆる豪雪

地帯での活用が多数を占める現状であります。 

  雪氷熱エネルギーの活用については、再生可能

エネルギーに位置づけられ、産業振興や地域活性

化にもつながることから、その利用拡大が期待さ

れていますが、活用に適した降雪・雪質が必要と

いう地域特性が求められ、室温を一定期間維持す

るために高い技術力と資材が必要とされること

から、建設経費も高額となる傾向にあり、公的機

関による普及目的や民間では事業採算性が求め

られ、補助金等を活用しても導入には高いハード

ルがあると認識しております。 

  本市におきましても、道の駅米沢を建設する際、

道の駅で販売する地域特産品の付加価値向上を

図るため雪室の建設を計画したところでござい

ますが、想定の倍以上の建設費がかかる見込みか

ら断念した経緯があり、その際の今後の方向性に

ついては、将来的に適地があれば簡易構造も含め

て再検討することとしており、引き続き事業採算

性や効果を十分に検討しながら、導入の可能性に

ついて研究していく必要があると考えておりま

す。 

  次に、（４）南魚沼市における雪氷熱エネルギ

ーの利活用事例についてですが、御紹介のありま

した南魚沼市の雪氷熱エネルギーの利活用事例

は、官民連携により、地域資源のポテンシャルを

最大限に生かすために、多種多様な取組が有機的

に連携して行われており、地域や産業の活性化の

みならず、脱炭素の取組や地域のイメージアップ

にもつながっており、雪というマイナスイメージ

をプラスに変えることで地域課題の克服に挑戦

しようとするものであり、豪雪地帯という類似し

た地域特性を持つ本市におきましても学ぶべき

点が多いと考えており、今後の本市の雪活用を考

える上で参考にしていきたいと考えております。 

  次に、（５）雪の産業化に向けた本市の今後の

取組についてですが、本市の雪に関わる基本的な

計画につきましては、米沢市雪対策総合計画の中

に位置づけており、克雪に対する様々な取組を進

めようとする一方で、親雪・利雪・学雪の取組を

推進することとしており、雪氷熱エネルギーなど

の調査・研究、活用や雪を利用した観光振興、教

育・地域活動、雪国文化の伝承、発信などを複合

的に取り組むことで、厄介者の雪を天からの贈物

に変え、結果的に産業化や脱炭素にもつながって

いくものと考えておりますので、御紹介をいただ

いた南魚沼市や全国の先進事例、またこれまで課

題として紹介させていただいたハードルなどを

十分に研究しながら、官民一体となった取組を進

め、豪雪地帯米沢を生かした独自の雪による産業

化を進める必要があると考えております。 

  私からは以上です。 
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○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、雪の産業化の促進

についての（１）新エネルギーとしての雪資源に

ついてのうち、雪捨て場の計画容量、冬期間の除

雪などによる雪捨て場へ搬入された雪の量、過去

５か年平均の除排雪経費についてお答えいたし

ます。 

  初めに、雪捨て場の計画容量でありますが、本

市では冬期間の道路除排雪などのため、山形県が

管理している鬼面川、最上川などの河川敷８か所

に雪捨て場を設置しております。その雪捨て場の

計画容量（体積）は全体で49万5,000立方メート

ル、10トンダンプ換算で約３万3,000台分であり

ます。 

  令和４年度の冬期間の除排雪等により雪捨て場

へ搬入された雪の量は、現地確認などから計画容

量49万5,000立方メートルの約80％、約39万立方

メートルと推測しているところであります。 

  次に、過去５か年平均の除排雪の経費でありま

すが、平成30年度から令和４年度までの平均とな

りますが、約10億1,500万円になります。 

  なお、大雪であった令和３年度の除排雪事業費

は約15億9,800万円であり、第１種指定路線や町

内協力会などによる排雪作業にかかった費用は

約６億2,900万円、除排雪事業費の約40％であり

ました。 

  私からは以上となります。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、雪の産業化の促進に

ついての（２）再生可能エネルギーとしての雪氷

熱エネルギーの活用促進についての御質問のう

ち、本市学校施設への雪冷房導入の考えについて

お答えいたします。 

  初めに、全国での雪氷熱利用施設の状況を見ま

すと、冷熱を供給する方法により、３つのタイプ

に分類できるようです。 

  １つ目として、送風機により冷熱を供給する貯

雪庫と冷却する室内の間で空気を循環させる直

接熱交換冷風循環方式。２つ目として、特別な機

器を用いず、冷熱を貯蔵庫の中で自然対流させる

自然対流方式。３つ目として、一次側に、融解水

または雪で冷やされた不凍液をポンプで循環さ

せ、二次側で循環する不凍液を熱交換器を介して

冷却し、ファンコイルユニットで冷房する熱交換

冷水循環方式となりますが、直接熱交換冷風循環

方式や自然対流方式は雪室などで採用されるこ

とが多く、建物の冷房を目的とする場合は運転の

調整がしやすい熱交換冷水循環方式が多く採用

されているようです。 

  本市をはじめ豪雪地帯において大量に降る雪の

冷熱を地域資源と捉え、学校をはじめ公共施設の

冷房等に雪氷熱エネルギー活用を積極的に取り

入れることは、脱炭素社会の実現に寄与するもの

であり、再生可能エネルギーの導入推進だけでな

く、児童生徒に対する環境教育の視点からも大い

に意義のあるものと認識しております。 

  一方で、冬の積雪を冷房に使用する夏まで解け

ないように保存するための貯蔵施設が必要とな

るため、施設の建設や維持の費用がかかることと

併せて、貯雪施設の設置スペースの確保も併せて

考える必要があり、雪氷熱エネルギーを利用する

際には、かかる費用と節約できるエネルギーを計

算した上で最善の判断をすることが必要です。 

  また、雪冷房を導入している施設の現在の状況

について、置賜管内の糠野目小学校、川西町フレ

ンドリープラザの状況を伺ったところでは、毎年

の降雪量によっては十分な雪の量が確保できず、

雪冷房が使用できないこともあり、雪冷房システ

ムとは別に電気式の空調設備を追加設置するな

ど設備コストが二重になっていることなど、様々

な課題もあるとお聞きしているところです。 

  こうしたことから、本市学校施設への雪冷房導

入については、全国における雪冷房システムの導

入事例や今後の雪氷熱活用技術の進展を注視し
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ながら、かかる費用と、得られるメリットを慎重

に検討し、判断する必要があると考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、（３）雪室による

食品の新しい高付加価値化と（５）の雪の産業化

に関連しまして、真夏の雪まつりにつきましてお

答えいたします。 

  初めに、雪室による食品の新しい高付加価値化

についてですが、雪室は御紹介があったように、

かつて電気の冷蔵庫がなかった時代に、冬期間に

降り積もった雪を夏まで貯蔵して、農産物などの

保存に活用する生活の知恵であります。 

  雪室の構造によって違いますが、内部は常に約

０度から５度に、外気に左右されずほぼ一定に保

たれており、省エネ効果だけではなく、空気中の

ほこりも雪が吸着して空気を浄化する効果、ある

いはその環境が食品の保存に適しているうまみ

や甘みを増加させていると言われております。 

  この雪室を活用した事例としまして、新潟県上

越市では全国に先駆けて雪氷熱エネルギーの活

用策の一つとして取り組んでおり、主に農産物の

貯蔵や建物の冷房を目的として、市内各地に雪室

が設置されております。 

  また、山形県内におきましても、川西町や飯豊

町、村山市などで農産物や日本酒などの貯蔵や建

物冷房として雪室を活用している事例があると

ころです。 

  雪室の特性は、さきに述べたことに加えまして、

通年温度変化が少ないことや光による影響を受

けないことから、貯蔵している農作物などにスト

レスを与えず、湿度が90％以上の高湿度である潤

い空間の中で、食品の乾燥を防ぎ、鮮度を保ちな

がら、おいしさもしっかりと維持することができ

る施設であると認識しております。 

  また、雪冷熱を活用することから、外部エネル

ギーを必要とせずＣＯ２排出の削減を目指すゼロ

カーボンシティ、ＳＤＧｓの達成にも貢献できる

ものと言えます。 

  このような認識の下、雪室の可能性や有用性に

ついてでありますが、野菜などは低温による自ら

の凍結を防ぐため糖度が高くなる性質があり、こ

れは野菜などが体内のでん粉を糖化させショ糖

を多くする低温順化という作用で、雪室での貯蔵

日数が長いほど、その糖度が高くなるという研究

報告がなされております。 

  また、雪室は電気冷蔵庫と違いモーターなどが

発する微細な振動がないことから、例えば日本酒

を貯蔵すると口当たりがマイルドになり、まろや

かな味わいに仕上がると言われており、このほか

にも雪室で貯蔵したコーヒーは常温保存と比較

して食味向上効果があることも報告されていま

す。 

  このことから、雪室の活用は、議員の御意見に

もありましたとおり、農作物などをはじめとする

食品の機能性や付加価値の向上にもつながるも

のと考えております。 

  本市には現在、雪室を活用した貯蔵施設はあり

ませんが、このたびの御質問を受け、雪室による

夏場の雪の活用、さらには雪室の特性を生かした

農産物のブランド化による農業の活性化などに

ついて、関係する農業団体の皆様などともいろい

ろ情報交換しながら、様々な角度から研究してみ

たいと考えております。 

  次に、雪の産業化に向けた真夏の雪まつりの開

催の可能性についてお答えいたします。 

  真夏の雪まつりは、本県の飯豊町をはじめ福島

県の檜枝岐村や新潟県の十日町市など豪雪地帯

として知られる地域で開催されており、暑い夏に

涼を体感できるイベントとして非常に魅力的で、

観光誘客施策の一つとしても有効であると認識

しております。 

  先ほど、齋藤議員から事例の一つとして、飯豊

町中津川地区の雪まつりの御紹介がありました

が、地域の若者を中心に30年以上続いた歴史ある
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お祭りであり、これまで真夏の雪合戦や雪上相撲

大会、雪上ビーチフラッグ、雪上宝探しなど雪を

使った様々なイベントを行っておられるようで

す。 

  そこで、本市での開催を想定した場合、まず冬

に降り積もった雪を夏まで保管するための雪室

が必要であり、その規模にもよりますが、相当程

度の費用がかかること、また、今年の飯豊町の真

夏の雪まつりにおきましては、イベントの中心ス

タッフとなる若者が地域を離れ、運営が困難とな

っているとのお話もお伺いしていることなど、ハ

ード、ソフト両面からの課題を整理していく必要

があります。 

  さらに、本市におきましては、現在、米沢四季

のまつり委員会を中心に、季節ごとに四季のまつ

りを開催していることから、これらの運営面とも

併せて整理しながら、夏の雪まつりの開催が可能

かどうか検討する必要があると考えているとこ

ろです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  初めに、本市は米沢市地球温暖化対策実行計画

の中で、雪氷熱について、除排雪の課題解決の観

点から、除雪した雪の有効活用と活用する計画を

上げておりますが、御答弁からはこれらの計画の

具現化や実効性があまり見えてまいりませんし、

再生可能エネルギー導入に関するゾーニングの

方向性についても雪氷熱の方向性は明らかにな

っていないわけでありますが、その点はいかがで

しょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 壇上でもいろいろな事例

もお話をさせていただきましたけれども、本市は

まだまだそういった雪を使った取組に今まで取

り組んできていないということもございまして、

新たにどういったことをするのかという具体的

なところがまだ見えていない状況で、計画の中で

も、どうしても抽象的な表現にとどまらざるを得

ない状況かと認識しております。 

  さきの答弁の中でもお話しさせていただきまし

たけれども、市民をはじめ様々な皆様のお知恵な

どもお借りしながら、どういったことができるの

か、本市の地域特性にあってどういったことがで

きるのかというのを考えながら、具体的な施策に

ついても検討してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。今後ということであります。ぜひ近々にお示

しいただきたいものと願っているところであり

ます。 

  時間もあまりございませんので、順序が逆にな

りますが、公共施設、特に学校への雪冷房の導入

についてお考えをお聞きしたところであります。

課題の多いところも、また費用についても理解し

たところでありますが、ここで一つぜひ御紹介し

たい学校がありますので申し上げます。 

  それは、新潟県上越市立安塚中学校です。この

学校では、校舎の大規模改築に伴い、平成15年度

に雪冷房システムと太陽光発電設備を併せて整

備いたしました。特筆すべきだと思うところは、

目的が雪という自然資源を利用することで、環境

保全及び既存エネルギーの資源節約に寄与する

こと、そしてもっとすごいと思ったのは、地球と

共生できる人間社会建設の第一歩とするという

点です。 

  さらに、災害時においても太陽光発電設備で賄

い、停電時においても自立運転が可能であるとい

うことも、災害が多発する現在、大事な視点であ

ると思います。 

  このように豪雪地帯での雪氷熱エネルギーの利

用を進め、そのモチベーションを高めているのは、

環境意識が大きいものと思います。初期コストは

確かに莫大にかかります。しかし、ランニングコ

ストは大変安いです。解けて消えてしまう雪がエ
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ネルギーとして十分活用できることが分かって

いる以上、使わない手はないのではないかと思い

ます。 

  新千歳空港、これは規模が大きいわけでありま

すが、そこで雪氷熱エネルギーを使った例も、融

雪剤の使用量の大幅削減と周辺河川の負荷を軽

減して、河川水質、そして環境にもたらす影響を

考えて実行したものだと伺っております。 

  地球と共生できる人間社会建設の第一歩とする

との明確な目的で建設した例を申し上げました。

学校への導入については、課題が多い中、再考の

余地があるものかどうか、それについてお伺いし

たいと思います。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 ありがとうございます。

このたびの御質問を受けまして、私どものほうで

も、インターネットの情報ではありますが、上越

市安塚中学校の事例については勉強させていた

だいたところであります。やはり目的の一つとし

て、将来的な子供たちからのいわゆる環境教育の

観点からもすばらしい事例かなと考えたところ

でございます。 

  ただ、ただいま議員のお話にありましたように

コストの面、やはりなかなか課題として解決すべ

きこともたくさんございますので、まずは教育長

の答弁にもありましたように、今後の活用の技術

の進展を注視しながら、まず費用対効果について

も様々研究をさせていただきながら、勉強させて

いただければと考えておったところです。よろし

くお願いします。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。先進事例がございますので、ぜひ米沢でも取

り入れられるような方向性になってほしいと望

むところであります。 

  先ほど壇上でも申し上げましたが、南魚沼市に

おける雪氷熱エネルギーの利活用の事例につい

てもう一度質問させていただきますが、南魚沼市

の市役所本庁を会場に繰り広げられていました

雪冷房の実証実験を見せていただいてまいりま

した。 

  南魚沼市では、雪資源の活用に向けた取組とし

て、市民の皆様へのＰＲも兼ねて行っておりまし

た。連日の猛暑の中、伺ったのは33度の日でござ

いました。15畳あるテントは18度とかなり涼しい

世界を体感することができました。テント近くに

は、断熱シートで覆われた100トンの雪が積まれ

ていました。その雪は、この冬、南魚沼市で降っ

た雪を集めたものだそうです。 

  水冷式のグランピングテントを利用したこのか

まくら体験は、南魚沼市と長岡技術科学大学が共

同で行っている実証実験でありました。仕組みは、

雪山のように積んだ雪が少しずつ解け出し、その

３度の水が保湿性、断熱性の高い管を通り、50メ

ートル先のテントにある冷却装置の中で管の周

りの空気が冷やされ、テント内を冷やすものであ

りました。 

  この実証実験は延べ1,300人以上の市民の皆様

が体験なさったそうですので、大いにＰＲになっ

たものと思います。 

  こうした産官学連携による市民への広報は、本

市においても、山形大学工学部との連携が考えら

れるところでございますが、その点どのようにお

考えですか、お尋ねいたします。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 大学との連携につきまし

ては、これまでも山形大学工学部の先生方と様々

な取組の実績がございます。大学では、地域課題

の解決を通じて専門家を育成したいというよう

な事業をこれまでも様々展開しておりまして、そ

ういった中で、雪に関する研究をされている先生

もいらっしゃいましたし、地下水を使ったりした

形での雪の課題解決に取り組んでいる先生もい

らっしゃいました。 

  ただ、残念ながら実用化に至ったところがケー

ス的になかったということで、いま一つ光を浴び
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ていない現状ではございますが、今現在も山形大

学のほうでは地域課題の解決に一緒に取り組ん

でいくための様々な協力について、そういった仕

組みをつくって体制を整えていらっしゃいます

ので、こちらから様々今後、雪を通じた新たな取

組等について御相談を申し上げ、連携できる部分

については大学の皆様のお力もお借りしながら

取り組んでいければと考えているところでござ

います。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  改めてとなりますが、本市に山形大学工学部、

そして米沢栄養大学、米沢女子短期大学と３つも

の大学があるということ、これはすばらしい財産

であると思います。ぜひ実効性のある産官学連携

を実施していただきたいものだと思います。 

  同じ特別豪雪地帯の魚沼市十日町に、最近大手

の菓子メーカーが進出して、雪室を併設したお菓

子工場が完成いたしました。雪室冷蔵倉庫で食品

や原材料を貯蔵し、加工して、首都圏に輸送する。

貴重な雪を生かした雪室の活用により、品質や付

加価値を高めている。こうした商品の開発は、こ

こ米沢でも、ものづくりのまち米沢だからこそ、

なおさらのこと十分活用できるものと考えます

が、企業誘致の点ではどのようにお考えでしょう

か。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 ただいま雪室を活用した御紹

介がありましたけれども、過去には、例えば雪の

エネルギーを活用したデータセンター的なもの、

いわゆる冷房に使うようなお話もありました。で

すから、雪というものを活用した例えば事業場の

誘致、それについては十分可能だと思います。 

  しかしながら、先ほども申し上げましたけれど

も、まず雪室については相当の経費もかかります

ので、今の時点で雪室については研究段階、その

ような形で考えているところです。よろしくお願

いいたします。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  再生可能エネルギーとしての雪の利活用につい

てというところで、雪室建屋など、本当に雪の保

管場所の建設費については、やはり課題が多いも

のと私も認識しているところであります。 

  雪室の多い新潟県では、経済産業省の再生可能

エネルギー熱利用加速化支援対策事業や、新潟県

の新潟米付加価値向上施設整備促進事業、さらに

南魚沼市独自の導入事業などを利用していたよ

うでございます。このように、有効性について深

く認識し、ぜひとも実行しようとするならば、何

らかの補助メニューがあるものではないかと思

っております。 

  もう既に実用段階に入っているところもあるわ

けでございますので、ぜひ先行の研究や施工事例

などを研究しながら、本市でもなるべく早く取り

組めたらいいなと思っているところであります。 

  最後に、小項目５つ目、雪の産業化に向けた本

市の今後の取組についてお尋ねいたします。 

  私が考える雪の産業化、一例として観光を挙げ

ますと、雪室の特性や効果を利用し、スノーセラ

ピーとして健康の部門で確立する。どう確立する

かを少し詳しく述べたいと思います。 

  雪冷房は、輻射冷房といって、エアコンのよう

に表面を冷やすのではなくて、遠赤外線のように

体の芯から冷やすものです。体を冷やすと、心臓

から血液を送る指令が出て、循環器の機能を高め

る可能性があるそうです。これを温泉に絡めれば

デトックスができ、美肌効果も高まります。 

  さらに、雪室活用のジビエや熟成肉、雪室のお

酒、雪室米、雪国のおいしい郷土料理などを楽し

んでいただければ一体的なヘルスケアができ、こ

れは観光の大きな目玉となり、豪雪地帯の米沢で

しかできない観光になるのではないかと思いま

すが、いかがでしょうか。 
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○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今、お話の中に、肉を雪室で

熟成させるというお話があったかと思います。こ

のことにつきましては、新潟県の食品製造事業者

のほうで、牛肉等を雪室保存技術を利用し、低温

熟成させて、首都圏の大手百貨店や高級肉店を扱

っているところと取扱いをし、実際、その店舗か

らは大変軟らかいとか、味わい深いという好評を

得ているというお話もいただいているところで

す。 

  しかし、少し調べてみたところ、単に低温で寝

かせればよいというものではなくて、貯蔵環境で

あったり、あるいは熟成技術が整っていないなど、

一定のノウハウも必要だということもあるよう

です。 

  しかしながら、今、観光も絡めたというお話が

ありましたけれども、農産物、観光も含めてなの

ですが、付加価値を高めて取り組んでいく上では

非常に雪室の活用というものはまだまだたくさ

ん可能性としてあるものだと思ったところです。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） 技術が伴わないとと

いうところでございますが、私は将来的に米沢の

すばらしいブランド米沢牛を雪室で熟成させて

輸出することも決して夢ではないと思っていま

す。それは今、産業部長がおっしゃってください

ましたが、雪室は肉汁を出さないでエイジングで

きる、そういう雪室の特性があるからであります。

技術を伴えばできるものであると思っていると

ころであります。 

  豪雪地帯、特別豪雪地帯と何度も申し上げてま

いりましたが、国土交通省によると、豪雪地帯と

は、積雪が甚だしいため、産業の発展が停滞的で、

かつ住民の生活水準の向上が阻害されている地

域を指し、その対策として豪雪地帯対策特別措置

法が定められているとあります。この定義を聞い

たとき、何とマイナスの、負の定義なのかと愕然

としたところです。 

  だからこそ、豪雪地帯における負の条件不利地

域とさえ言われる本市を、正の、プラスの地域資

源を生かした地方創生につなげていくことこそ、

今後、大変重要なことであると思います。特別豪

雪地帯にしかできない挑戦であると考えますが、

最後にいかがでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 ただいま紹介にありまし

た豪雪地帯については、日本の国土の半分が豪雪

地帯の中に入ってくるということで、豪雪地帯な

らではの取組というのは非常に重要かと思いま

す。 

  今後、地方創生を進める上で、また米沢市がど

ういうまちづくりをするかの上で、雪の活用とい

うのは非常に重要な課題かと思いますので、今す

ぐできることと、これからの長期的な視点も踏ま

えまして、様々できることを検討しながら、少し

ずつできることから進めていきたいと考えてお

ります。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

した。これで終わります。 

○相田克平議長 以上で23番齋藤千惠子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時０３分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１５分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、猿被害と対策について外２点、18番我妻

德雄議員。 

  〔１８番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○１８番（我妻德雄議員） 皆さん、こんにちは。

市民平和クラブの我妻德雄です。 
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  大項目の初めに、猿被害対策について質問いた

します。 

  我が家の家庭菜園では、今年も３回、猿の被害

に遭いました。本市周辺部では、電気柵を設置す

る農家、家庭も増えてきています。設置した農家、

家庭では、現在のところ被害が出ていないようで

す。 

  一方、被害の発生地区が移動、拡大しているよ

うに思われます。そして、猿の行動がエスカレー

トしているように感じています。春先に、連れ合

いと家の近くを散歩していると30頭ほどの猿の

群れと遭遇しました。声を出して追い払おうとし

ましたが、数頭の猿が牙をむき出して私たちを威

嚇してきました。私も負けず嫌いですから、こち

らも石を投げて応戦しましたが、一向に逃げる気

配はなく、逆にさらに強力に威嚇されました。さ

すがに私も恐怖を感じて、その場から逃げること

しかできませんでした。 

  猿が人なれし、行動がエスカレートしているの

ではないでしょうか。花火での追い払いは効果が

なくなってきた、サルに威嚇されるようになった

といった不安の声が多く聞こえてきます。相当人

なれしている群れもあると思われます。今後、抜

本的な対策を講じなければ、行動はますますエス

カレート、悪質化すると懸念されます。 

  猿の群れを仕切っているのは、雄ではなく雌で

す。雄は別の群れから入ってきた猿が多いのです

が、雌の多くは生まれた地域で暮らします。その

ため、雌は縄張内の食料の在りかを知っています。

その場所は、母猿から子猿へと受け継がれている

と言われています。 

  一度被害に遭ってからは、それをまた防ぐのは

至難の業です。その場所でおいしい思いをした猿

たちは、その後、我々人間が様々な防護策を講じ

ても、その恐怖以上に食べ物のおいしさに対する

執着が圧倒的に勝るためだと言われています。猿

被害に遭うと、お年寄りたちは野菜を作る意欲が

なくなって、荒れ地となっている畑が目立つよう

になってきています。 

  それでは、具体的な質問に入ります。 

  まず、現在本市に生息する猿の群れの数、頭数、

そして捕獲数を教えてください。あわせて、その

推移についてもお尋ねします。 

  次に、野生鳥獣対策システムについてお伺いし

ます。 

  本市は、ニホンザルをはじめとする鳥獣による

農作物被害の広がり、またツキノワグマの頭数の

増加など、鳥獣と人との偶発的な遭遇の回避に役

立てていただくために野生鳥獣対策システムを

導入し、鳥獣の位置や出没の情報をメールで配信

しています。ニホンザルの位置情報は、調査員が

情報を入力するとすぐにメール配信が行われま

す。 

  この野生鳥獣対策システムが、猿被害対策に効

果的に活用されているでしょうか。そして、市民

の方々がどのくらいこのシステムを知っている

でしょうか。日中、自宅にいるのは高齢の方々が

ほとんどです。もっと分かりやすく、しかも使い

やすいようにしなければ、せっかくのシステムが

有効に活用されません。本市の考えをお聞かせく

ださい。 

  次に、猿被害対策をどう進めるのかについてお

伺いします。 

  冒頭にも申しましたが、猿の行動が年々エスカ

レート、凶暴化しているように感じます。その認

識はお持ちでしょうか、お尋ねいたします。 

  本市は、第３期山形県ニホンザル管理計画に基

づき、生息状況、被害実情等を踏まえながら、年

間の捕獲頭数を決定するとして、ニホンザルは令

和３年から令和５年は年間150頭の捕獲を計画し

ています。 

  そこで、改めてお尋ねしますが、本市の猿の適

正頭数はどのくらいなのでしょうか、お尋ねいた

します。むやみに捕獲するのではなく、適正に捕

獲しなければ、さらに猿が増えかねません。出産

経験が豊富な雌を捕獲した場合などは、群れが分
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裂し、新たに被害地域が拡大するおそれがありま

す。農作物等の被害をなくするためには、被害を

出している特定の群れ、あるいは特定の個体を捕

獲する必要があります。被害をもたらすのは、離

れ猿であることが多いため、加害個体を特定した

捕獲の被害軽減効果は高いとされています。 

  鳥獣被害防止計画では、効果的に防除するため

には、一つに特化することなく様々な対策を効果

的に組み合わせていくことが有効として、①電気

柵の設置や、人等による追い払い等の被害防除、

②誘引物の除去、刈り払い等による環境整備、③

適正捕獲圧による個体数調整及び有害捕獲の実

施の３つを総合的に講ずるとしています。 

  猿被害の拡大防止と人的被害の懸念が高まって

いる中で、さらに強力な対策が必要と考えます。

本市の見解をお聞かせください。 

  大項目の２点目、通学弱者対策についての質問

に入ります。 

  ７月末に、部活動から帰宅途中の通学路で、中

学生が熱中症と見られる症状で死亡するという

痛ましい事故が発生しました。このような事故が

発生したことは、非常に悔しく、残念です。 

  遠距離を単独で帰らなければならない環境にあ

る児童生徒は、通学弱者と言えます。徒歩や自転

車でも複数での通学ならば、事故や体調不良等に

対してそれなりに対応できることが多いと考え

られます。しかし、単独の場合は対応が限られて

しまいます。 

  まず、遠距離を徒歩や自転車で単独通学してい

る児童生徒の把握はできているでしょうか、お尋

ねいたします。 

  次に、学校における熱中症対策についてお伺い

します。 

  独立行政法人日本スポーツ振興センターの集計

によりますと、センターが熱中症を理由に医療費

などを給付した小中高の学校管理下（登下校時を

含む）の事例の件数は、2021年度は2,549件、2022

年度は3,130件とのことです。死亡原因が熱中症

と分類されているのは、2007年度から2021年度間

は27件とのことです。 

  二度と痛ましい事故を起こさないために、「児

童生徒の登下校に係る安全確保及び暑さへの対

策について」として、８月開催の市政協議会で対

策等の報告がありました。そして、引き続き様々

な視点で見直しや検討を進めるとのことでした。 

  先ほど、独立行政法人日本スポーツ振興センタ

ーの集計を申し上げました。学校管理下における

熱中症は増えています。しかも、今年は異常とも

言えるほどの猛暑が続いています。私たちが想像

もできないスピードで、熱中症の魔の手は伸びて

いるのかもしれません。 

  徹底した検証と検討、そして対策を講じなけれ

ばならないと考えます。今後、どのように学校現

場、家庭、地域も含めて検討を進めていくのでし

ょうか。そして、その内容をお互いに徹底し、実

践していかなければならないと考えます。その方

法などについてもお聞かせください。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置等基本計画を

進めていくと、現在以上に遠距離通学者が増えて

きます。できるだけ遠距離単独通学者を出さない

ように、通学手段等についても検討を進めていか

なければならないと考えます。 

  第三中学校学区については、公共交通等の利用

で遠距離単独通学はほぼなくなる対策を講じて

いただくことになりました。その他の学校等につ

いても対策が必要と考えます。本市の考えをお聞

かせください。 

  大項目の３点目、田んぼダムの導入に向けての

質問に入ります。 

  近年、豪雨災害が激甚化、頻発化し、各地で甚

大な被害が発生しています。本市においても、昨

年は６月、８月の２度、本年も６月末に豪雨災害

が発生しています。 

  全国的に時間雨量50ミリメートルを超える短時

間豪雨の発生件数が増加しており、気候変動の影

響による水害のさらなる頻発、激甚化が懸念され
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ます。 

  営農しながら取り組むことができ、地域の防災、

減災に貢献する田んぼダムの取組が注目されて

います。 

  田んぼダムは、水田から水の流出量を抑制する

ことで、下流域排水路や河川の洪水被害を軽減す

る取組です。集中豪雨や大雨が降ったときに雨水

を田んぼに一時的に貯留するもので、排水口を小

さくすることで、ゆっくりと時間をかけて排水す

るシステムです。 

  現在、農家による田んぼダムが新たな役割を担

い、地域防災・減災につながる浸水被害緩和策の

一つとして、全国的に取組が広がっています。 

  本市は、田んぼダムをどのように認識されてい

るでしょうか、お尋ねいたします。 

  次に、田んぼダムの導入の可能性についてお伺

いします。 

  本市は、最上川の最源流に位置しています。地

理的にも下流域の水害対策に影響があると考え

られます。 

  県は、田んぼダムの効果を検証するため、今年

度から３年間にわたって試験を行う計画です。今

年度は、置賜地域の川西町と飯豊町で実施してい

ます。県によりますと、去年７月15日から16日に

かけての雨の際、田んぼダムを導入した川西町の

田んぼは、導入していない田んぼに比べると、ピ

ーク時に流れ出る１秒当たりの水量は50％以上

減っていたほか、２日間の総排水量も30％少なか

ったということです。 

  多くの田んぼで取り組むことで、下流域では大

きな効果が出ると思われます。少しでも被害を減

らせるように取組を進める必要があると考えま

す。本市の考えをお聞かせください。 

  以上で、壇上からの質問を終わります。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、１番の猿被害と対

策についてと、３番の田んぼダムの導入に向けて

についてお答えいたします。 

  初めに、１の（１）猿の生息数と捕獲数につい

てですが、本市の有害鳥獣の農作物被害状況につ

きましては、近年の電気柵の普及や猟友会の皆様

による捕獲など、農作物被害は年度により多少の

増減はあるものの、全体的に見れば減少傾向にあ

りますが、昨年度、農作物被害額につきましては

908万9,000円と、いまだに被害額は大きいものと

捉えており、また被害を加える獣種はニホンザル

とイノシシで被害額の大半を占めているところ

です。 

  特に、市民の皆様から目撃情報が多く寄せられ

るニホンザルにつきましては、主に中山間地に群

れを形成し、一定の範囲を移動しながら生息して

おりますが、人里へ下りてきて農作物などに被害

を与える個体については計画的な捕獲を推進す

ることが必要と考えております。 

  ニホンザルの生息実態についてですが、全体で

17群が確認されており、生息数は令和２年度が

715頭、令和３年度は751頭、令和４年度は746頭

が確認されております。 

  また、捕獲につきましては、猟友会の方に御協

力をいただき、令和２年度は86頭、令和３年度は

76頭、令和４年度は59頭を捕獲し、その中には発

信機を装着し、再び放った猿も含まれています。 

  現在の猿の行動域を把握するための発信機の装

着状況は、17群のうち、９群の15頭と離れ猿２頭

に発信機を装着しており、群れなどの位置情報を

確認しているところでございます。 

  次に、（２）の野生鳥獣対策システムについて

ですが、議員のお話にありましたとおり、野生鳥

獣対策システムは、一定の範囲内を移動するニホ

ンザルの群れが現在どこに出没しているのかを

確認して、被害防止の一助とするため導入したシ

ステムであります。 

  平日の毎朝、猿の群れの追跡調査を行い、確認

したその情報をシステムに入力しておりますの

で、パソコンやスマートフォンにてその情報を御
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覧いただくか、メールアドレスを御登録いただき

ますと、猿が出没した場所が分かるメールが届く

ようになり、現在約70名の方に御利用をいただい

ております。 

  このように、猿の群れがどこに出没しているの

かを確認できることから、有害鳥獣被害防除には

有効なシステムと捉えておりますので、今後、御

意見のとおり、さらに使いやすいシステムへの変

更の検討や、多くの皆様にシステムを利用いただ

けるよう、さらなる普及に向けたＰＲを進めてい

かなければならないと考えております。 

  次に、（３）猿被害対策をどう進めるかについ

てですが、最近のニホンザルの行動につきまして

は、人なれしている個体が増えて、一定の距離が

あれば人がいても逃げないこと、花火などで一旦

追い払いをしても、また戻ってきて威嚇をされた

というお話も聞いており、大変憂慮しているとこ

ろです。 

  このような状況について、専門家の方に確認を

したところ、猿は花火で追い払いを行っても、一

度逃げれば人間は何もしない、人間は怖いもので

はないと学習したことによるものとのことであ

ります。 

  次に、サルの適正頭数でありますが、お話にあ

りましたとおり、鳥獣被害防止計画におきまして、

ニホンザルの捕獲頭数を年150頭と記載しており

ます。これは県に捕獲等の許可申請を提出してい

る頭数であり、農作物被害対策の中では適正頭数

を設定はしておりませんが、今後も特に加害獣を

対象とした捕獲を実施し、有害鳥獣被害対策の推

進を図っていきたいと考えております。 

  ニホンザルを含む有害鳥獣被害対策としては、

これもお話にありましたが、１つ目として防除、

２つ目として環境整備、その上で３つ目の捕獲を

行うことが重要な対策と考えておりますので、今

後もこの３つの対策を組み合わせながら継続し

て実施していく必要があります。 

  また、人身被害や人なれした猿の対応につきま

しては、今申し上げた３つの重要な対策に加え、

花火で追い払い、茂みなどの隠れた場所に石を投

げつけるなど、しっかりと追い払い、猿に危機感

を与え、人間はとても怖いものと意識づけること

が人なれを防ぐ最も重要な手段となりますので、

これらの周知につきましても、各地区の地域協議

会を通じてお知らせをしていきたいと考えてお

ります。 

  次に、３番の田んぼダムの導入に向けてについ

てですが、初めに（１）田んぼダムの認識ですが、

先ほど議員から、水田の貯留機能を生かした田ん

ぼダムの御説明がありましたが、もともと水田に

は多面的機能の一つに、一時的に雨水をため、

徐々に排水することで、洪水を防止、軽減する機

能がございます。田んぼダムは、この洪水防止機

能を強化する取組であり、水田の排水に堰板など

の水調整板を設置することによって、集中的に雨

が降った場合に水路への水の流出を穏やかにし

て、より多くの雨水を一時的に水田にとどめて、

水路や川の急激な増水を防ぎ、下流域の洪水被害

を軽減する仕組みであります。 

  国でもその成果を認め、多面的機能支払交付金

の任意の取組項目にもなっておりますし、気候変

動による豪雨災害が頻発する中、河川改修や下水

道の整備などを中心とする治水対策に加えて、地

域特性に応じて流域全体の水害を軽減する流域

治水の観点からも有効な取組であると考えてお

ります。 

  しかしながら、田んぼダムにつきましては、上

流域の農地所有者及び耕作者の取組があって初

めて効果が発揮されるため、いかに関係者の賛同

が得られるかが課題であり、上流域の水田管理者

と下流域の住民、すなわち取組の負担者と受益者

が一致しないといった面がございます。 

  また、水田の水位の上昇に伴い、畦畔の崩落の

可能性や水田の貯水継続期間による収量の影響

などが懸念されるため、農地の所有者と耕作者の

理解も必要であります。 
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  このように、田んぼダムにつきましては、その

効果を十分に発揮するものとするためには、広域

にわたる農業者の協力や同意が不可欠なもので

あると認識しているところです。 

  次に、（２）の田んぼダムの導入の可能性につ

いてですが、山形県では流域治水の一環として田

んぼダムを推進するため、昨年度、山形県田んぼ

ダム推進情報連絡会を設立し、事業推進に係る情

報共有や課題などの検討を行いながら、実証圃場

を選定し、昨年度は置賜地域、今年度は村山地域、

来年度は最上地域で効果の検証を行っていくこ

ととしております。 

  昨年度、お話にありました川西町と飯豊町で行

われた実証実験では、川の氾濫を遅らせる具体的

な効果が認められたところであります。 

  また、県内の田んぼダムの活動面積については、

昨年度の８市町村3,000ヘクタールから、今年度

には10市町村約3,700ヘクタールに拡大する見通

しとなっているところです。 

  本市におきましても、多面的機能支払交付金を

受けている２つの活動組織から、田んぼダムに取

り組みたいとの相談を受けているところであり、

関係機関と調整しながら、その事業実施に向けて

推進していくこととしております。 

  このように田んぼダムの取組については、県内

においても徐々に広がりを見せているところで

ありますが、さきに述べたように、まず農業者の

理解が必要不可欠でありますので、山形県田んぼ

ダム推進情報連絡会の中でも、農業者の負担軽減

策や行政の支援策の拡充、さらに地域防災の視点

も含めてしっかりと検討していきたいと考えて

いるところです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、２、通学弱者対策に

ついてのうち、（１）単独遠距離通学者等の把握

はできているのかについてお答えいたします。 

  教育委員会としては、各学校からの連絡を基に、

遠距離通学者に対して支援を行っております。 

  単独遠距離通学者の人数などの詳細な把握は、

それぞれの学校が行っているところです。このた

びの事案を受けて、小中学校で心配と思われる子

供及び家庭や地域から声が上がったところなど、

登下校に課題を持っている児童生徒は十数名お

ります。その児童生徒の通学方法については、現

在個別の相談を進めているところです。 

  次に、（２）学校における熱中症対策について

お答えいたします。 

  熱中症対策につきましては、ガイドラインの改

定や危機管理マニュアルへの具体的な基準・役割

等の明記、通学補助の拡充など、さきの常任委員

会協議会や市政協議会で報告させていただいた

内容について取組を開始しています。 

  本市では、地域全体で子供たちの安全を確保し

ていくことが必要であると認識しており、地元企

業への協力要請やＰＴＡの協力体制を教育委員

会や学校から依頼し、子供たちの見守り協力をお

願いしてまいります。 

  また、子供たちの危機管理対応の学習としまし

て、児童生徒自身で安全な行動を取るための学習

指導を繰り返し実施します。具体的には、熱中症

の初期症状を学んだり、クーリングシェルターが

ある場所を含め、通学路上の身を守れる場所を確

認したりできるように資料を作成し、学校と共有

を行いました。 

  今後も、年間カリキュラムとして継続的に地域

学習等の時間として扱い、指導していく予定です。 

  来年度以降についても、毎年５月に県から熱中

症関連通知が出されるタイミングで、各学校へ熱

中症対策の周知を行い、暑くなる前の段階で学校

と共に体制を整えてまいります。 

  また、各学校で作成している危機管理マニュア

ルに基づいた実施状況と課題の把握を校長会等

で確認してまいります。 

  家庭に対しましては、学校における熱中症対策
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の取組をお伝えするとともに、子供たちの健康維

持のために、生活リズムの確立などにおいては家

庭と連携して取り組んでまいります。 

  また、地域の方々に対しましては、地元企業と

ＰＴＡへの協力依頼のほか、地域の会議などで子

供たちを共に見守る協力をお願いするなど、複数

の手法を用いて対策を進めてまいります。これら

につきましては、見守りのポイントや改善のため

の課題を含めた情報提供を行っていきます。 

  このたびの事案を風化させることなく、この先

ますます異常な暑さとなることが想定されます

夏場において、児童生徒や教職員を守っていく体

制を整えてまいります。 

  次に、（３）単独通学者等の安全確保について

お答えいたします。 

  暑さ対策だけでなく、これまでも有害鳥獣や不

審者対応も含めた登下校の安全確保として、複数

体制での下校や関係課と連携した有害鳥獣対策、

警察や青色防犯パトロールによる地域の見守り

を行ってまいりました。 

  このことに加え、今回の通学補助や通学ルート

の相談の取組、さらに登下校中の緊急連絡手段と

して、米沢市小・中学校における携帯電話の取り

扱いに関する基本方針に基づき、児童生徒に対す

る携帯電話の持込みを各家庭の申請を受けて認

める取組など、緊急時に迅速に対応できる体制を

整備しております。 

  また、学校の適正規模・適正配置の計画が進む

中で、学校の統合に伴う児童生徒の通学方法に関

しましては、今までと同様に地元代表者協議会等

の意見を受けて、統合または開校準備委員会の中

で検討してまいります。 

  その具体的な方法としては、通学距離以外にも、

起伏、一人区間、民家や建物、人通り、気象条件

など様々な状況も加味しながら、総合的な判断を

学校と相談し、学校や地域の実態に応じて公共交

通の利用やスクールバス、タクシーを導入するな

ど、安全を第一に検討を進めてまいります。 

  今後とも、教育委員会と学校、保護者、地域全

体の連携を図りながら、児童生徒の登下校の安全

確保に努めてまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） それでは、猿の生息数

と捕獲数について、３年分ほど話をしていただき

ました。17群で、700頭ぐらいで推移をしている

というようなことで、ほとんど横ばいという考え

でよろしいですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 そのとおりです。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） もう１点、私、演壇で

も申しましたけれども、凶暴化して、活動範囲と

いうのですか、行動範囲というのが少し広くなっ

てきているような気がして、前は被害がなかった

例えば広幡だとか、あるいは南原の下のほうだと

か、どんどん広がってきているように感じている

のですが、そこの認識はどのように持っておられ

ますか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 現在、鳥獣被害対策実施隊の

方が約180名ほどいらっしゃいますけれども、そ

の皆様方に巡回していただいておりますが、やは

りそういう状況については見てとれるというお

話をお聞きしております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） そうすると、拡大して

いると認識されているということだと思います。 

  では、（２）の野生鳥獣対策システムですけれ

ども、専門的に調査している人を雇って、野生鳥

獣対策システムですから、人件費やシステムの維

持管理も含めると結構なお金がかかっている、相

当な費用がかかっていると私は認識しているの

ですけれども、具体的に先ほど何か70名登録され

ているということで、今後、やはり結構なお金を

かけているシステムですから、効果を出していた
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だきたいとすごく思っているのです。 

  先ほど具体的に中身が出てきませんでしたから、

少し考えていることがあればお聞かせいただけ

ればと思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 例えば、出没した状況をもう

少し絞ったり、地域住民の皆様に、よりきめ細か

く情報が行くような、そういう形にシステムを一

部変更できないかとか、そういうところを少し考

えていきたいと思っているところです。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） システムの中身につい

ては、これからいろいろ質問させていただきます

けれども、本当にみんな知らない。せっかくのシ

ステムだから、私も１日２回か３回ぐらいメール

で入ってきます。せっかく人も使ってお金も使っ

ているのだから、それをぜひ有効に活用していた

だく、そのために何点か質問したいと思います。 

  まず、調査員の人が、猿の群れを、アンテナつ

きのレシーバーというのですか、こうやって探し

ているのは分かるのです。毎日のように私の辺り

に来ますから。レシーバーで探して、調査員の方

が来ているから猿が近くにいるのかなとか、私は

結構思っているのですけれども、調査員の人が、

いつの間にか来たのがいなくなったなと思って、

そのうち猿が出るのです。そこで何らかのアクシ

ョンをしてもらえば、猿が近くにいるのだなとみ

んな分かるのです。 

  だから、例えば調査員の人が１発でも２発でも

いいから猿を追うような花火を上げていただく、

そうすると近くに猿がいたと大概の人が認識で

きますから、そんなことを少し調査員の方とも相

談しながら、デジタルと非デジタルを組み合わせ

るようなことを少しやれないものでしょうか。そ

の辺の検討をしていただけないか、お伺いします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 まず、実施隊の皆様、巡回さ

れておられますので、そういう皆様の情報も確認

しながら、近隣住民の皆様への情報発信の仕方、

合図方法、周知の仕方、そういうものについては、

そのシステムに加えてどのような方法がさらに

有効かというのを、他自治体の取組もあるようで

すので、そこをもう少し詳しく調べて考えていき

たいと思います。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 何度も言ってしつこい

ようですけれども、周辺部の人が猿で苦労してい

るのに、70名しか登録していないというのはあま

りにも少ないと思います。ですから、デジタルだ

けでなくて、いろんなことを組み合わせることを

考えていただければと思います。 

  あと、システムの地図というか、「サル出没情

報メーリングリスト入会希望の方」のメーリング

リストへ加入していくわけなのですが、この地区

番号地図が猿の行動範囲とあまりにもかけ離れ

ている。そうすると、この地図を見ただけでは、

私のエリアはどこでどう登録していいのかもよ

く分からない。その辺もやはり改良していかなけ

ればならないし、猿以外のイノシシだとか、ニホ

ンジカだとか、ツキノワグマとかも、その地図上

で確認できるはずなのですが、猿以外は一向に確

認できない。私もいろいろ調べてみましたけれど

も。あと、年数も何ぼでも遡ってやれるようです

が、今の今日明日のところが分からない、なかな

か進めない。そんな問題がこのシステムにあるよ

うですけれども、そこの認識はどうですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 システムについては、使い勝

手が少し悪いとか……（「少しではない」の声あ

り）すみませんでした。使い勝手が悪いとか、あ

とは利用するに当たっての登録の仕方も少し面

倒だというお話も聞いておりました。 

  そこら辺について、もう少し簡単に分かりやす

いこの取扱いのマニュアルというのでしょうか、

そういうものも少し考えてみたいと思っていた

ところであります。 
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○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 少しではないです。結

構分かりにくいです。ぜひ前に進めるようにして

もらいたいと思います。 

  せっかくですから、効果的に使って、そういう

ことを使いやすいようにして、どちらかというと

使うのは日中家で留守番をしている人、高齢の方

がどうしても多くなってしまいます。そういう人

たちが使いやすい、分かりやすいようなシステム

にするしかないのかなと、していただければと思

いますので、ぜひこのシステムについては根本的

に少し見直す必要があるかと思います。 

  もう一度だけ聞きますが、少し改良でなくて、

根本的にかなりやらなければならないのではな

いのかなと思いますが、いかがなものですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今まさに御利用されている方

のお話と承りましたので、御年配の方であったり、

様々な年代の方にもお聞きしながら、どういう形

で変更すれば、より使いやすいシステムになるの

かをしっかり考えていきます。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひこの点よろしくお

願いしたいと思います。 

  次に、（３）の猿被害対策をどう進めるかとい

うことですけれども、まず凶暴化、私も本当にか

なりびびりました。ああいうのは初めてだったの

で、少し声で脅かしたぐらいだと逃げていかない

から、石を投げたりすると結構逃げるのですが、

あの群れだけは本当に逃げなくて、本当にかなり

厳しいと思いました。 

  そんなことも踏まえて少しお聞きしますけれど

も、凶暴化した群れとか、凶暴化した個体という

のは、ある程度特定できているのでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 まず、猿が農作物を荒らす加

害群ですけれども、17群のうち10群とまず把握し

ております。そのうち猿の発信機が未装着な群れ

が１群ありますので、現在その群れについては捕

獲を実施しているところです。 

  その上で、今お話のありました凶暴化している

群れでありますけれども、お話を受けて猿の行動

範囲から、ある程度想定はしているところですが、

まだ特定までには至ってない、そのような状況で

す。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ある程度情報収集する

と特定ができてくるのかなと思います。それこそ

猿のシステムを使うと、いついつ出没は大体この

群れだなというのは分かるわけですから、そして

行動範囲もそんなに恐ろしく動くわけでないの

で、行動範囲は一定程度把握しているわけですか

ら、これが凶暴化している群れだなとか、大体は

予想できると思いますので、それを一定程度把握

していただいて、少し注視していただく体制を取

っていただければと思います。 

  加害捕獲を実施するということで、捕獲何頭と

先ほど報告いただきましたけれども、加害群を中

心に狙って捕獲しているわけですよね。また、離

れ猿を捕獲するとか、そういうことは基本的にい

ろいろ狙ってやっているということだと思うの

ですが、そういう認識で間違いありませんか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 そのとおりです。壇上での御

質問に、適正な頭数というお話がありましたけれ

ども、基本的に里に下りてきて悪さをしなければ

いいところなものですから、適正な頭数、捕獲頭

数については設定しておりません。 

  ですから、そういうふうに悪さをする加害獣で

あったり、離れ猿、そういうものに特に絞って捕

獲したほうが、より効果的だと考えて対策を進め

ています。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 壇上でも申しましたけ

れども、威嚇するようなボスというか、中心的な

猿は逃げないのです。そうすると、撃ちやすい、
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例えば捕獲しやすい。それを捕獲してしまうと、

ボスがいなくなってしまうので分派してしまう

のです。そうするとまた増えていく。分派すると

行動範囲が増える。そういうことを繰り返してい

くようですから、そこをやはり徹底して加害個体

を絞ってやっていく、その捕獲をする。そういっ

たことに集中していただければと思います。 

  そして、何点か提案がございます。 

  １点目は、これは私、実践しているのですけれ

ども、連発の猿の花火だけだと、猿はその辺まで

しか逃げないのです。ところが、私はエアガンを

買いましたので、これは普通の人でも使えるモデ

ルガンのようなエアガンですけれども、大体60メ

ートルか70メートル、直線でびゅんと飛んでいき

ます。それを持った途端に、猿はすごい勢いで逃

げていきます。私も先ほど申しましたように、少

しだけ走るのが得意で負けず嫌いですから猿を

追いかけます。一生懸命追いかけていくと、猿も

もう本当にキャンキャンと一生懸命逃げていく。

怖いことを少し何頭かに覚えさせた記憶がござ

いますけれども、時々畑もやられる。それをみん

なでやれば、かなり効果があると思うのです。エ

アガンはうちのかみさんも持って外に出ただけ

で猿は飛んで逃げていきますから。 

  ところが、エアガンは結構高価なのです。日本

製でいいやつですと普通に３万円ぐらいするの

ですが、それをやはり個々人が、農家で買うとな

ると結構な額ですから、それをぜひ補助などとか、

あるいは行政で買って貸し出すとか、そんなこと

を検討いただければと思っていますが、いかがな

ものですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 エアガンについては、確かに

有効であります。値段につきましても、安いもの

だと1,000円、高いものだと５万円まで、結構幅

が広いようです。 

  そういうことから、購入費の例えば補助であっ

たり、あるいは協議会で購入したものを貸出しす

るなど、いろいろ手法が取れるかと思いますので、

その点については改めて事務局で考えてみたい

と思います。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

たいと思います。 

  プラスチックのような弾なのですけれども、小

さい、何Ｂぐらいか。あれは自然界に返る弾も用

意されていて、猿の追い払い用の弾もきちんとあ

るのです。だから、それを有効に使えば、自然界

にも返って猿に脅しが効くということですので、

ぜひエアガンについては前向きに御検討いただ

ければと思います。 

  あと、捕獲についてです。これもなかなか意見

の分かれるところですけれども、加害個体、加害

群を、やはり捕獲しないと駄目な個体はどうして

もあります。だからそれをどういうふうにして捕

獲するか。追い払いだけでは追いつかないという

か、到底難しい。全国的に報告されてきています

が、もう少しすると電気柵も突破されます。今の

ところ突破されていませんからいいのですが、全

国的には突破する猿も結構出てきているという

報告になっています。 

  そんなことを考えていくと、どこかでやはりい

ろんな捕獲方法、例えば一群全部捕獲するとか、

そういうことも検討していかなければならない

時期に来ているのではないのかと。人への危害、

人的被害が出たとか、そういうことをする前に、

少し検討しなければならないのではないかと思

いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 一斉捕獲に取り組んで、仮に

一斉捕獲できない場合、やはり群れが分派してし

まうおそれがあること、また一斉捕獲に当たって

は、相当大規模な手だてといいますか、設備など、

大規模なものになってしまうということ、またさ

らに、餌づけをしていく形になりますので、餌づ

けして捕獲することから、それが猿の誘引原因に
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なってしまうような課題もあるようです。 

  一斉捕獲をした三重県などでそういう例がある

とお聞きしておりますので、少しそこら辺を勉強

させていただきながら、一斉捕獲の可能性につい

て考えてみたいと思います。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 見てきました。三重県

伊賀市です。伊賀市で一斉捕獲をやって、実績を

かなり上げているようですが、おっしゃるように

餌づけが大変で、大きなおりの中に全部入れるま

で結構な時間、長いときだと１年ぐらいかかると

いう報告でございましたので、それもなかなか難

しい部分があるのかもしれませんけれども、とに

かく加害個体をどうするか、加害群をどうするか

ということを少し検討していかなければならな

いと思います。 

  あわせて、ある程度群れが来た場合だと、子猿

はキャンキャンと音を立てるのです。だから、あ

る程度気づけるのです。子猿の群れだと。一番大

変なのは離れ猿です。１匹で来て静かにうちのナ

スとかキュウリとか、いっぱい取っていくわけで

す。これが困ったと。いたずらするのは、ほとん

どこっそり来てやる離れ猿ですから、離れ猿、雄

の個体を何とかすれば、かなりよくなっていくの

かと思うのですけれども、離れ猿対策などについ

てはいかがなものですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 離れ猿については、現在その

捕獲については、おりを使って捕獲しているとこ

ろですけれども、なかなかその捕獲までには大変

難しい状況です。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 群れと少し遅れて移動

するような雄の群れ、離れ猿が多いようなので、

ぜひそこのところもいろいろ勉強して研究して

いただければと思いますので、離れ猿対策、一群

全部というよりも離れ猿、いたずらするのが多い

ですから、それを効果的にやる、総捕獲するとい

うことが猿対策としては非常に効果が出るのか

なと思っていますので、ぜひそこのところも検討

していただければと思います。 

  大項目の２番目に移ります。 

  通学弱者対策ですが、（１）の部分の単独遠距

離通学者等の把握は、それぞれの学校で行ってい

ますという答弁だったように聞こえました。だけ

れども、教育委員会で把握したところだと十数名

いらっしゃるということで、その人数で間違いな

いですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 各学校で把握している中

で、このたびの事案を受けて、さらに心配だと思

われる御家庭、エリアをピックアップしていただ

きました。先ほど申し上げました十数名という部

分につきましては、現在、相談を行っている数と

いうことで、心配な御家庭とか児童生徒について

はもう少し多くおりましたが、様々な対策を講じ

られるということで、先ほど述べさせていただい

た数になります。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 御心配の家庭も多いと

思いますので、ぜひきちんと御相談に乗っていた

だいて、対処していただければと思います。 

  学校における熱中症対策ですけれども、この間

もいろいろ話が出まして、地域全体で安全を確保

するというようなことも含めて、学校あるいは家

庭、地域、それぞれ検討して、いろいろな方向性

を、できるだけよい方向性を出していくというこ

とが大事だと思うのですけれども、その話合いの

スタイルなんかはどのようにしていらっしゃい

ますか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 学校におきましては、や

はり子供たちに様々学びを必要とする部分がご

ざいましたので、教材、資料などをこちらからも

提供しまして、学校として学年に見合った学習を

進めていただいております。 
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  なお、その学習を引き続き家庭に持ち帰って、

家庭と相談しながら、我が家の通学に関しては、

あそこが心配、こういうところでこういう対応が

できるということを、保護者の皆様と一緒に学習

を進めていただいているケースもございます。 

  地域につきましては、やはりなかなか学校とし

て様々な会議の中でお願いをするとか、今後ＰＴ

Ａの方々を通して様々働きかけをさせていただ

きたいとも思っております。 

  なお、教育委員会からの依頼としては、配送業

者を中心とした市内を車で回られるような業種

の企業のほうには現在依頼を続けているところ

で、皆様本当に引き受けていただけるというか、

快く引き受けていただけて、大変心強く思ってい

るところです。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 先日、市政協議会で、

先ほど申しましたように、登下校に係る安全確保

及び暑さへの対策ということで報告いただきま

して、その中で体調不良時や不安なことなど、周

囲の教職員、児童生徒、地域等の大人にためらう

ことなく伝えるよう指導するという文章があり

ます。だから、地域の皆さんも、きちんと情報を

入手していないと駄目だと思うのです。 

  みんなでやはり見守る、そういう体制、地域の

皆さんにもきちんと話をしながら今の対策を進

めていく。そういうことを何回も私は言って、し

つこいように思っているのですが、地域の皆さん

にもきちんと話をする機会を設けなければなら

ないと思うのです、御相談をする機会というのを。

それをぜひ設けていただけないかと思うのです

が、いかがですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 市内全体にということに

なりますと、やはり事情が異なるかと思いますの

で、各学校と地域でどのようにそういった場を持

てるかというところにつきまして、校長会とも話

合いをして、具体的な案をつくりたいと思います。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いい

たします。 

  最後に、田んぼダムの導入に向けてということ

でお伺いいたします。 

  やはり田んぼダム、御説明をいただきましたけ

れども、農家に対してのメリットが少ないという

部分があるのだと思います。ただ、流域全体、あ

るいは山形県全体を考えると、やる効果というの

は非常に大きいと私自身も思っています。やはり

農家にメリットが出るようなシステムをどうつ

くっていくのか、そのことについて検討をしてい

ただくといったことが大切ではないのかと思い

ますが、いかがですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 田んぼダムについては、取組

に当たって田んぼの整備にもつながりますので、

多面的機能支払交付金の活動組織の皆様にもそ

ういう情報を提供しつつ、田んぼダムへの理解を

深める、そういうことをしていかなければならな

いと考えております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひいろいろ御検討い

ただければと思います。 

  他県などについても実施しているところもある

ようですから、いろいろと勉強していただければ

と思います。 

  最後になりますけれども、来年度から２地区で

実施に向けて今準備を進めているというお話だ

ったように思います。本来ですと米沢市全域で取

り組めるような、そういったことを徐々に進めて

いく必要があるかと思いますけれども、その方向

性についてはいかがお考えでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 先ほど申し上げましたけれど

も、多面的機能支払交付金の活動組織の皆様に研

修会を開催したり、情報発信、普及啓発に向けた

取組をしっかりと進めながら、最上川上流で果た
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す米沢の役割は大きいと思いますので、そういっ

たところもぜひ御理解いただくように御説明を

させていただきたいと思います。 

○相田克平議長 以上で18番我妻德雄議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時１４分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２５分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、除雪体制について、９番山村明議員。 

  〔９番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○９番（山村 明議員） こんにちは。今日の最後

の出番となりました。皆様、聞き疲れのところ、

よろしくお願いいたします。 

  先月、８月10日に第３回米沢市雪対策総合計画

外部検討委員会が行われました。連日の猛暑の中

で、もう冬の準備に入っているようです。山形で

は気温が10度未満になる平年日は10月15日だそ

うです。気象庁の冬の期間予想は、９月25日頃に

発表されるとのことです。８月10日発表分では、

エルニーニョ現象が発生していると見られると

なっておりました。冬にかけて続く可能性は90％

ということであります。 

  1997年に発生したのはスーパーエルニーニョと

言われ、多くの異常気象や自然災害をもたらしま

した。今年の冬、エルニーニョが発生していれば、

西高東低の気圧配置が弱まり、冬の気温が高くな

る傾向があり、暖冬となって雪が少なくなるかも

しれません。エルニーニョになると、太平洋高気

圧の西への張り出しが弱く、冷夏になるのですが、

今年の夏は日本付近の太平洋高気圧の張り出し

が非常に強く、偏西風が北に押し上げられ、猛暑

となりました。エルニーニョが発生しているとい

うのに、日本の国は猛暑になっている。この矛盾

が解明されなければ、この冬の気象予報は大変難

しいということになるのではないでしょうか。 

  質問に入ります。 

  除雪体制について。 

  除雪車運行管理システム導入試験について、こ

れをやっておられますけれども、何がどのように

変わるのでしょうか。 

  除雪重機による入り口前の押し雪をどうするの

か。ブルドーザーからこぼれた雪は、重くて硬い。

門のところは、雪をどかさないと人が出入りでき

ない。家族の人数は少なく、高齢者世帯や女子世

帯が多くなり、人力・マンパワー不足で雪をどか

せない。これを何とかしてやれないものでしょう

か。 

  除雪車からこぼれた雪がブロック塀に固結し道

幅が狭くなることで、除雪が困難になると思いま

すが、その対策はどうでしょうか。 

  堆雪場所の確保策をどうするのか。 

  歩道除雪はどうなっているのでしょうか。数年

前のことでしたが、県道米沢板谷停車場線の大町

三丁目と四丁目の境界道路、県道の歩道部分が両

側とも除雪されていないのを見たことがありま

した。かなり深い長靴の足跡がついていました。 

  融雪剤の散布はどのように行っているのか。 

  除雪によるトラブル、クレームはどのくらいあ

るのか。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、除雪体制について

お答えいたします。 

  初めに、（１）除雪車運行管理システム導入試

験についてでありますが、これまでの経過につき

ましては、平成29年９月定例会一般質問にて、除

排雪業務の効率化のため、近隣市町村で導入実績

のある除雪費計算システムを本市でも導入して

はどうかとの提案を受け、業務の効率化や費用対
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効果について検証するため、平成30年度から令和

４年度までの４か年にわたり、除雪車にＧＰＳ端

末を試験的に搭載し実証試験を行ったところで

あります。 

  除雪車運行管理システムの概要につきましては、

除雪車両にＧＰＳ端末を搭載し、作業日時、位置

情報、作業速度、作業の種別などを把握すること

で除雪作業データを作成することができるもの

であります。これまでの実証試験において、除雪

車運行管理システムを導入することにより、除雪

作業データを機械的に取得できるため、日報の作

成や確認事務等が軽減されるため、業務の効率化

が図られるほか、除雪作業の見える化により、丁

寧な除雪が促されるのではないかという結論が

得られたところであります。 

  一方、米沢市と弘前市のみが採用している除雪

費用の距離精算による除雪車運行管理システム

を導入した場合、カスタマイズが必要となり、イ

ニシャルコストが高額となることから、イニシャ

ルコストを抑制するため、多くの自治体が採用し

ている時間精算に見直しをした場合、除排雪事業

費へどのような影響が生じるか、私道除雪への助

成事業の支援制度にどのように影響するかにつ

いて検証を行ったところ、時間精算を採用した場

合でも、距離精算による除排雪事業費と同等であ

ることや、私道の負担などについても若干の影響

はあったものの、丁寧な除雪によるものと考えら

れること、また距離精算よりも、積雪深や降雪量

に応じた効率的な除雪作業を行うことができる

という結論を得たところです。 

  また、除排雪事業者からは、積雪深や降雪量の

多い日に、時間精算になることで、市民から丁寧

な除雪を求められた場合、早朝除雪を作業時間内

に完了することは、除雪機械への負荷がかかり作

業コストなどが増大するため、降雪量に応じた時

間単価の設定を行ってほしいという意見や、作業

時間の枠を遵守せずに早出する業者が増えるの

ではないかという意見をいただいたところであ

ります。 

  しかし、除雪車運行管理システムについては、

距離精算から時間精算に変更することで、イニシ

ャルコストを抑制できるほか、作業の見える化に

より丁寧な除雪が促され、除雪作業報告書の自動

作成により、職員や除排雪事業者の事務負担の軽

減などが図られるため、今後、除雪車運行管理シ

ステム導入について関係課と協議を進めてまい

りたいと考えております。 

  次に、（２）重機による入り口前への押し雪を

どのようにするのかについてでありますが、道路

除雪は車線幅員の確保を目的としているため、道

路に降り積もった雪を除雪車で道路の両脇に寄

せていく作業となることから、除雪車が通過した

後は出入口に堆雪されるため、市民の方にその雪

処理をお願いしているところであります。 

  しかしながら、高齢や病気などでの身体的な理

由により自力で雪片づけすることが困難な世帯

もあることから、本市ではやさしい除雪支援とし

て、道路除雪時に除雪機械の排土板の向きを変え

ることで、出入口の堆雪量を少なくする押雪軽減

支援制度を平成23年度から行っており、令和４年

度の申請数は1,135件となっている状況でありま

す。 

  この押雪軽減支援制度の効果を上げるためには、

十分な押し雪場の確保や除排雪協力会による排

雪といった地域による共助が必要であるため、毎

年、除雪について市民の皆様に理解を深めていた

だくためのパンフレットを全戸配布するととも

に、除雪説明会などにより周知を行いながら協力

をお願いしているところであります。 

  次に、（３）除雪車からこぼれた雪がブロック

塀に固結し道幅が狭くなることで、除雪が困難に

なると思うが、その対策はどうかについてであり

ますが、道路除雪は道路に降り積もった雪を除雪

車で道路の両脇に寄せていく作業となるため、道

路除雪回数が多くなりますと、道路脇の堆雪量も

増える傾向で、出入口や駐車場前などは地域住民
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の方に雪片づけをお願いしているところではあ

りますが、ブロック塀の周りなどの日常生活にあ

まり支障のない場所につきましては、多く堆雪す

る傾向にあります。このため道路幅員が狭くなり、

車両の交互通行が困難な状況が発生いたします。 

  その対策といたしましては、新たな押し雪場の

確保や、除排雪協力会による排雪を実施し、車線

幅員を確保することが必要となりますので、先ほ

ど答弁いたしました（２）と同様、市民の皆様に

御協力をお願いしているところであります。 

  次に、（４）堆雪場所の確保策をどうするのか

についてでありますが、先ほど答弁いたしました

（２）重機による入り口前への押し雪、（３）の

除雪車からこぼれた雪がブロック塀に固結し道

幅が狭くなることで除雪が困難になるなどの課

題解決につながるため、本市でも堆雪場所の確保

は重要であると認識しております。このことから、

除雪説明会にて地域住民の方にお願いするとと

もに、さらなる堆雪場所の確保に向けて、地域の

公園や空き地などを活用できないか研究してま

いりたいと考えております。 

  次に、（５）歩道除雪はどうなっているのかに

ついてでありますが、議員からお話のありました

道路につきましては県道でありますので、管理者

である山形県にお聞きしたところ、消雪道路の歩

道であるため、原則除雪機械による歩道除雪を実

施しない路線であり、一方で地下水の揚水量が減

少しているため、消雪の水だけで歩道の雪が消え

ない現状も確認しており、歩行者の通行に支障が

生じる場合には除雪機械による除雪を実施して

いるとのことでありました。 

  市といたしましても、県道は幹線道路であり、

通勤通学、経済活動や観光面においても重要であ

ると捉えておりますので、道路パトロールや地区

からのモニターなどの情報により通行困難が確

認された場合には、山形県に情報提供し、迅速に

除雪を実施してもらえるよう対応してまいりま

す。 

  また、地下水の揚水量が減少し、歩道の雪が消

えにくい路線につきましては、歩行者の通行に支

障が出ないよう、当初の除雪計画の中で機械除雪

との併用による実施体制づくりについて山形県

に要望しているところであります。 

  次に、（６）融雪剤の散布はどのように行って

いるのかについてでありますが、融雪剤の散布は

本市の除雪計画に基づき、気象予報や道路パトロ

ールによって気温が０度以下となって凍結によ

り交通への影響が予想される場合に実施してお

り、早朝の散布は通勤通学前の午前３時から、夕

方の散布は帰宅ラッシュ前の午後４時から、交通

量が多い交差点や勾配のある坂道、橋梁、急なカ

ーブなど市内の約300か所について、市の保有す

る散布車２台で行っている状況であります。 

  次に、（７）除雪によるトラブル・クレームは

どのくらいあるのかについてでありますが、雪に

よる市への問合せにつきましては、令和４年度は

市民からの問合せが888件あり、主なものは、家

の前に押された雪などの押し雪についてが207件、

全体の23％、除雪による物損についてが171件、

全体の19％、ザケ取りなどの除雪依頼が164件、

全体の18％でありました。 

  大雪であった令和３年度の2,160件の問合せと

比べると、約４割程度の件数でありましたが、令

和４年度の降雪量は平年並みであったものの、気

温も高く、雪が解けやすい状況であったことから、

大雪であった令和２年度及び令和３年度に比べ、

問合せ件数は少なかったものと捉えております。 

  最後に、除雪体制でありますが、豪雪地域米沢

にとって冬期間の除排雪による道路交通の確保

は、市民生活、経済活動にとって大変重要な施策

であり、課題解決には市民との協働による体制づ

くりが非常に重要でありますので、住民理解や協

力が得られるよう努めるほか、除雪車運行管理シ

ステムの導入による事務負担の軽減などの業務

の効率化を図りながら、除雪体制の強化に努めて

まいります。 
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  私からは以上であります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） ありがとうございました。 

  （１）でありますけれども、今回、距離精算、

時間精算というものの兼ね合いのようでござい

ますけれども、ここのところやはり地球温暖化の

影響だと思われますけれども、大分気温が上がっ

てまいりまして、非常に雪の量が少なくなってき

ていると思っております。 

  少雪に向かっていくという中で、距離精算式、

時間精算式というものの、この兼ね合いというも

のをどのように、どちらになってもあまり変わり

はないということなのか、それとも多少の変わり

目はあるのかと思いますが、その辺いかがでしょ

うか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 除雪費の精算につきましては、

先ほど申し上げましたとおり、現在は距離精算と

なっております。今後は、時間精算ということを

考えているわけでありますが、経費的には同程度

と考えているところであります。 

  ただ、先ほど議員がおっしゃられるとおり、気

象によって、やはりその出動時間であったり、そ

ういったところが影響してくるかもしれません。

そういったところで、現在の距離精算の中でも、

補償制度というものを設けておりますので、そう

いったところを活用しながら、時間精算の中でも、

そういった対応をしてまいりたいと考えており

ます。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 当局から頂いた先月の資

料、これを見ていて思ったのですけれども、運行

管理システムを導入している他自治体の状況と

いう中で、ここのデメリットの欄に、除雪が少な

い年にもランニングコストが発生するというの

がありまして、そういう点では、この時間精算式

は、雪が少ないと、デメリットというか、ランニ

ングコストが発生するということで書いてある

のですけれども、その辺はどのように捉えていま

すか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 運行管理システムのランニン

グコストがかかるというような話でありまして、

それについては、距離精算であっても、時間精算

であっても一定程度同じ額がかかりますので、そ

れは差異がないという捉え方をしているところ

です。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 次に、（２）入り口の雪

をどうするかということなのですけれども、私の

町内でもそうなのですけれども、だんだん人口が

減って空き家が増え、空き家というか住んでおら

れないおうちも増え、そして女性高齢者のお宅が

多くなっているということで、なかなかマンパワ

ー、人力の除雪ができなくているというお宅があ

りまして、結局私なんか動ける者が手伝ってあげ

なければならないという状況だと思って頑張っ

てやっておるのですけれども、やはり近くの他人

といいますか、町内地域、隣組での助け合いとい

うか協力、そういったものを行政からもお願いを

する形でやっていくのが一番簡単な解決策では

なかろうかと思いますけれども、その辺、地区委

員、町内会長さん等を通してのお願いというもの

をやってはどうかと思いますが、いかがでしょう

か。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 除雪体制の共助の体制という

のは非常に重要であると考えております。 

  毎年、地区説明会の折につきましても、こうい

ったところの協力につきましても御説明をしな

がら御協力いただいておりますので、議員から御

提案あった内容につきましても、さらに検討を進

めてみたいと考えているところです。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 次に３番、米沢の道路幅

の狭いところで両側がブロック塀になっている
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という、これは本当に私、構造上のミスマッチと

いうか、これはどうにもならない問題だと。 

  また、除雪車に対して市民の思い、私もよく言

われるのですけれども、「道路の雪をうちに置い

ていった」と、こういう言い方をする方がおられ

るのですけれども、除雪車は構造上、前に進むた

めには雪をこぼしながら前進して作業すると。こ

の意識をやはり市民なり一般の方々に、そこをし

っかり啓蒙していかないと、道路の雪をうちの前

に置いていったと、あんまり感心できない方につ

いては、置いていかれた雪だから道路にまた出し

てやるのだみたいに見える道路の雪の置かれ方

を見ると、そういうのも非常に目につくときがた

まにあるのです。 

  やはり除雪車は、雪をこぼしながら前進して除

雪作業をしていくのだと。それで、表面を削って

下の路盤、雪の面をなるべく通行に支障のないよ

うに、平らな状態にするために削っていくと。そ

のためには雪をこぼしていかなければいけない

のだという状況を、やはり市民の方にもっと広報

や何かを使って啓蒙していく必要があると思う

のですけれども、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 議員がおっしゃられるとおり、

除雪というものはどういったものなのかという

ことを正確に市民に理解していただくというこ

とが非常に大切であると考えておりますので、先

ほども壇上で申し上げましたが、毎年そういった

理解を深めていただくために、広報折り込みパン

フレットなども全戸配布しながら、さらには説明

会などでもその辺をしっかりと御説明をして、理

解に努めていただくようにこちらからも啓蒙し

てまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） そういったことで、こう

いう部分についても当局に苦情とか何かがある

と思うのですけれども、あまりにも苦情が強力で

あれの場合は、ブルドーザーの排土板を上げて通

っていくという話を聞いたことがあるのですが、

その辺は当局はどのように対応されているので

すか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 私といたしましては、そのよ

うな状況は確認しておりませんが、そのような状

況ということが確認されれば、除雪の仕様書によ

ってこのような作業をしなければいけないのだ

というところは、しっかりと事業者のほうに指導

はしていきたいという考えを持っているところ

です。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 除雪を見ておりますと、

堆雪場所がどういうところにあるのかなと注意

して見ておりますと、結局道路幅の広い部分、こ

の道路幅の広いところに大量に降った雪は、やは

りこぼしていくだけではどうにもならなくて、ま

とまった堆雪場所に雪を積み上げることによっ

て除雪作業ができていると見えるのです。そうい

った堆雪場所が、道路幅の広い幹線道路部分では、

ところどころに堆雪のための空き地を確保する

ことが非常に有効だと思うのですけれども、その

辺、行政としては積極的に、堆雪のための空き地

の確保ということについてはもっと踏み込んで

積極的にやるべきではないかと思いますけれど

も、その辺はどういうものですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 空き地などを押し雪場として

利用することにつきましては、やはり押雪軽減支

援制度の効果を発揮するという意味で非常に重

要でありますので、今後人口減少が進み、空き地

が増える傾向にありますので、空き地を有効に活

用している先進自治体もあるようでございます

ので、そういったところの事例研究なども含めて

検討してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 行政としては当然、米沢

市の市有地とかなんかは、恐らくこれはかなり有
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効に利用しているのだろうと思うのです。 

  問題は、最近どんどん増えつつある民地の空き

地、こういったものに対してどう取り組んでいく

のかと思いますけれども、その辺、働きかけとい

うか、その地区のほうに対しても、堆雪場所に使

える空き地というものを紹介できないかとか、そ

ういった問いかけ、働きかけはしてもいいのでは

ないかという気がしますが、どう考えていますか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 現在までも、説明会などでも

そういった働きかけをさせていただいておりま

すので、今後より一層の働きかけが必要という考

え方もございますので、先ほど堆雪場所の有効利

用の件もございましたので、セットでそういった

ところを働きかけ、どうやったらできるのかとい

うところもしっかり考えていきたいと考えてい

ます。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 堆雪場所としては、私は

一番思っておったのは、かつてまちの広場があっ

たとき、まちの広場は周りが幹線道路ばかりだっ

たこともあるのでしょうけれども、大量の雪押し

場になっていたのです。でも、そこに図書館が建

ってしまって、今度はその堆雪場所が使えないと

いうことで、あの辺を除雪している方は、前はま

ちの広場におっつけて、かなり時間的にも作業的

にも楽にできていたと思うのです。それが今度で

きなくなってしまったと。逆に、図書館が建った

ために、ポポロの跡が空き地になっているのです

けれども、ああいったところもせっかく空き地に

なっているので、何とか冬の堆雪場所に使えるよ

うな、別の建物を建てる計画があるようですけれ

ども、建つまでの間でも、やはり堆雪していたま

ちの広場の代替地的なものとして、あそこのナセ

ＢＡの東側の空き地、あの辺を堆雪場所としてお

借りできるような話は、所有者の方にお願いはで

きないものなのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 現在までもそういったお話は

していないところでありますが、やはり堆雪した

後につきましては、春になりますと、やはりその

土地利用の関係上から、それを逆にまた排雪をす

るという作業も出てきますので、特に町なかの平

和通りにつきましては排雪指定路線となってお

りますので、逆に堆雪するよりは、すぐロータリ

ーで排雪し、ダンプで運んだほうが効率的ではな

いかと現時点では考えているところであります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 次に、歩道除雪でありま

すけれども、歩道除雪は家屋とかお店とか事業所、

こういったところが連檐しているところは何と

か格好がついていると思うのです。先ほど例に挙

げたところは、実はお寺さんと墓地と、結局出入

りする人が誰もいない部分の家屋の連檐してい

ないような場所の歩道除雪というのは、やはりど

うしてもやっていただける方がいないというか、

先ほど申し上げたマンパワーの問題もあるのか

と思いますけれども、やはり家屋の連檐していな

い大きな工場とか大きな敷地、それから墓地とか、

そういう塀や板塀やそういったものに囲まれた

ところというのは非常に問題になるのかと思い

ますが、その辺は何かあればお話をいただければ

と思います。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 住宅地などであれば、やはり

堆雪が多くなった場合については、除排雪協力会

によって排雪していただくというような現在流

れになってございます。 

  ただ、大きな工場とか、そういったところの部

分については、そういう町内での組織がなかった

り、そういったところ、課題もあるようでござい

ますので、その辺の歩道除雪、堆雪に関しまして

は、様々な状況を見ながら、我々としても研究し

てまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 次に、融雪剤の散布につ
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いてでありますけれども、先ほどもさらっとお話

がございましたけれども、どのようなときにどの

くらいの量をまいているとか、そんな目安的なも

のがあればお答えいただきたい。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 先ほどの壇上での答弁と重な

る部分がございますが、交通の支障となる路面凍

結が発生すると予想される、気温が０度以下とな

る朝夕に散布している状況であります。基準では、

気温がマイナス５度からマイナス９度までにつ

きましては、平米当たり20グラムを標準として散

布することになっておりますが、本市におきまし

ては、基本はやはりマイナス10度以下になること

が多い状況から、凍結防止剤の効果を持続させる

ために、さらには安全性を高めるために、平米当

たり30グラムから40グラムを標準として散布し

ているという状況であります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） その散布している薬剤は、

どんな薬剤というか、どんな成分のものをお使い

なのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 本市で使っている薬剤につき

ましては、環境配慮型というところで、塩化ナト

リウムと塩化マグネシウムの混合剤というもの

を使用しております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 塩素系のものだと思うの

ですが、塩分濃度はどの程度あるものなのでしょ

うか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 専門家ではございませんので、

適切な表現ができるかですが、塩化ナトリウムが

59％、塩化マグネシウムが39％含まれております

ので、塩分濃度としては98％なのかなと、そうい

う捉え方をしているところであります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 海水の塩分濃度というの

が大体3.4％ということなのですけれども、それ

よりも多いのか、少ないのか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 排水、まかれた後に、やはり

水とかで希釈されますので、そういった濃度が多

分３．幾らという捉え方をしているのではないか

と、今お話を聞いて思ったところであります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 私もこれについては少し

調べてみたのですが、消雪剤としてやるには、塩

化ナトリウム、塩化カルシウム、塩化マグネシウ

ムというこの大体３つなのだそうです。水溶液に

すると、氷として固まる凝固点、これの温度の降

下、凝固点の下がることを利用して、融雪剤は雪

を解かしたり、凍結を防止していると。塩化ナト

リウムは、凝固点がマイナス20度、塩化カルシウ

ムがマイナス50度、塩化マグネシウムはマイナス

30度で、塩化マグネシウムというのは塩を作った

後に出るその搾り汁だということでした。 

  こういった融雪剤が塩素系ということで、生態

系に影響を及ぼすということはないのかどうか。

あと、地下水への影響というのはどのように捉え

ておられるものなのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 国の外郭団体の影響調査によ

りますと、主成分が塩化ナトリウムの融雪剤を使

用したといたしましても、土壌であったり植物、

地下水、河川への散布による環境への影響は小さ

くて限定的であるという報告がされております。 

  本市におきましても、塩化ナトリウム成分が少

ない、マグネシウムが入っているやつであります

けれども、環境配慮型の融雪剤を使用しているた

め、塩化ナトリウムよりは環境負荷が少ないもの

という捉え方をしているところです。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） それから、塩素系のもの

が水溶液となって道路の路面上を流れていくと

いうことになりますと、道路上の信号機や道路標
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識などの鉄柱で作られている標識、街路灯のポー

ル、こういったもののさび、腐食というものが心

配されるのですけれども、かつて駅前の住之江町

でポールが倒れて、行政当局のほうに大分お願い

をしてその処理に当たったということがあった

のですけれども、こういった鉄柱、ポールの腐食

等についてはどのような判断になるのでしょう

か。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 塩化ナトリウムを含有してい

る融雪剤を使用しておりますので、腐食に対して

影響はないということは言えませんが、本市では

塩化ナトリウム成分の少ない環境配慮型の融雪

剤を使用しておりますので、一般的なものよりは

さびに対する影響は少ないものと捉えていると

ころであります。 

  さらに、現在は、照明灯とか、そういったもの

に対しては、そういう耐久性を持たせるために塩

に強いような塗装をしたり、ポール側とか、そう

いったもので対応もしていると、そういう両側面

で今、そういう塩害に対しては対応している状況

でございます。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） それと、やはり鉄ででき

ている道路構造物となりますと、一番は橋梁だと

思うのです。橋梁部分の鉄材の構築物、トンネル

はあまり鉄材が出ているところはないようです

けれども、橋梁なんかの構築物へのさびが入ると

いうことの心配は、そういったものはないのでし

ょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 コンクリート構造物につきま

しては、塩害の影響もありますが、それ以上にや

はり凍結融解作用でのそういう被害があるとい

う報告がされておるところであります。 

  そういった対応といたしましては、現在は長寿

命化対策といたしまして、特殊な塗料を塗布しな

がらそういったものに対抗していくという取組

を実施しているところであります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） それから、やはり私らが

一番問題になるのは、自動車、車です。結局、道

路がびちゃびちゃになっている部分を高速で車

で走るとなりますと、道路の泥や水分、こういっ

たものの融雪剤の成分等が、自動車の底部の鉄板

にさびや腐食ということで車が傷むということ

が非常に心配されるのですけれども、そういった

ことは今ではあまり心配ないのか、その辺どうで

しょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 先ほどもお話をさせていただ

きましたが、塩化ナトリウムを含んでおりますの

で、そういう金属に対する腐食に対して影響はな

いとは言えませんので、そういったことから本市

では塩化ナトリウム含有量の少ない環境配慮型

というものを使いながら、そういった影響を少な

くしていくという考え方を持っているところで

あります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 最近は、そういう非塩素

系の生態系や環境に優しいものに変わってきて

いるとは思うのですけれども、以前は意外と塩分

濃度なり、塩素系の厳しいというか、生態系に影

響のあるようなものを使っていた時代というの

はあったのではないかと思うのですが、その辺も

しお分かりになれば少しお話をいただきたい。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 大変申し訳ありませんが、具

体的なところは承知してございませんので、お答

えできないところでございます。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 昔は、町内を流れている

川水を住宅の屋敷内に引き込んで、そこに池を作

ってコイを飼っているなんていうお宅が結構あ

ったのですが、今はほとんど私の知っている範囲

では、そういった流水を使って池に魚なりなんな
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りを飼うというお宅はほとんど見かけなくなっ

てしまったのですけれども。 

  あとは、道路の融雪剤、こういったものについ

て、米沢市としては今大体お話をお聞きできたの

ですけれども、県道や国道、こういったところで

の対応の違いというのは何かあるのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 国土交通省では、やはり塩化

ナトリウムをお使いになっているとお聞きして

おりますし、山形県でも塩化ナトリウム、高畠町

では塩化マグネシウムの融雪剤、川西町では塩化

カルシウム、米沢市は塩化ナトリウムとマグネシ

ウムの混合剤の環境型というのを使っていると

聞いているところです。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 周辺自治体でも、そうや

って米沢とは少し違った形での融雪剤の使用と

いうことが行われているわけです。私とすると、

米沢としては山大工学部がせっかくあるわけで

すから、塩素系でないような、生態系に優しいよ

うな融雪剤の開発とか、そういう非塩素系の融雪

剤の開発などを、山大工学部さんと組んで、これ

をぜひ製品化して米沢の産業として生かしてい

くということができればいいかなと思うのであ

りますけれども、その辺はどのように考えますか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 山大の工学部さんでどのよう

な研究シーズを持っているかというのは、私は承

知しておりませんので、そのような研究ができる

かというところもありますが、今融雪剤を販売し

ているメーカーさんでも、様々な実績に基づいて

研究をされておりますので、本市としてもそうい

った状況を注視してまいりたいと考えていると

ころであります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○９番（山村 明議員） 最後、７番になりますけ

れども、除雪によるトラブル・クレーム、こうい

ったものについてはどのように対応しておられ

るのでしょうか。保険にでも加入しておられるも

のなのか、その辺、何かあるのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 まずは、市民からの問合せに

つきましては、必要に応じまして道路パトロール

などで現地確認をしながら対応しているところ

であります。 

  あと、保険などという話でありますが、破損と

か何かあった場合ということでよろしかったで

しょうか。除雪で破損になった場合につきまして

は、除雪事業者のほうで保険に入っておりますの

で、春になりましたらそちらのほうで直していた

だくという形になってございます。 

○相田克平議長 以上をもちまして９番山村明議員

の一般質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○相田克平議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

  午後 ４時１６分 散  会 
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